
 
  平成 24 年 2 月 13 日 

各  位 

会 社 名  協同飼料株式会社 

代表者名  代表取締役社長   林  泰 正 

（コード番号 2052 東証第一部） 

問合せ先  執行役員経理部長  大 友   彰 

（ TEL. 045－461－5711 ） 

 

 

（訂正）「平成 19 年３月期 中間決算短信（連結）」及び「平成 19 年３月期 個別 

中間財務諸表の概要」の一部訂正について 

 

当社は、本日付「過年度決算短信等の一部訂正に関するお知らせ」で開示いたしましたとおり、

過年度の決算を訂正することといたしました。 

このため、平成 18 年 11 月 10 日に発表いたしました「平成 19年３月期 中間決算短信（連結）」

及び「平成 19 年３月期 個別中間財務諸表の概要」の記載内容を訂正いたしましたのでお知らせい

たします。 

なお、平成 18 年 12 月 19 日に発表いたしました「平成 19 年３月期 中間決算短信（連結）及び

個別中間財務諸表の概要の一部訂正について」の内容を含めまして訂正いたします。 

訂正箇所が多数であるため、訂正前及び訂正後の全文をそれぞれ添付し、訂正箇所には下線  

を付して表示しております。 

 



［訂正前］ 
 
 

平成 19 年 3月期   中間決算短信（連結）    平成１８年１１月１０日 

上 場 会 社 名         協同飼料株式会社   上場取引所   東京証券取引所市場第一部 
コ ー ド 番 号         ２０５２   本社所在都道府県   神奈川県 
（ＵＲＬ  http://www.kyodo-shiryo.co.jp） 
代  表  者 役職名  代表取締役社長 氏 名 村井 弘一 
問合せ先責任者 役職名  取締役経理部長 氏  名 大友  彰  ＴＥＬ(045）461-5711 
決算取締役会開催日 平成１８年１１月１０日 
米国会計基準採用の有無 無 
 
１． １８年９月中間期の連結業績（平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年 9 月 30 日）(単位：百万円未満切捨) 
(1) 連結経営成績 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 
18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

52,188  △ 3.6 
54,140  △ 1.4 

927  △31.2 
1,347   21.9 

931  △27.5 
1,284    4.9 

１８年３月期 108,223 2,970 2,579 
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益 

 百万円    ％ 円 銭 円 銭 
18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

113  △23.6 
148  △84.9 

1.14 
1.49 

－ 
－ 

１８年３月期  433 4.35 － 
(注)①持分法投資損益    18年9月中間期  △6 百万円 17年9 月中間期 △161百万円 18年3 月期 △388百万円 
   ②期中平均株式数(連結) 18年9 月中間期 99,785,142 株 17年9 月中間期 99,788,875 株 18 年3 月期 99,787,953 株 
   ③会計処理の方法の変更   無 
   ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)連結財政状態 
 総 資 産     純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 
18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

47,206 
48,467 

13,736 
12,966 

29.1 
26.8 

137.59 
129.94 

１８年３月期 46,878 13,817 29.5 138.47 
(注)期末発行済株式数(連結）18 年9 月中間期 99,784,571 株 17 年9 月中間期 99,787,599 株 18 年3 月期 99,786,338 株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円 
18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

2,632 
1,090 

39 
△230 

△2,469 
△1,359 

832 
599 

１８年３月期 1,988 △ 75 △2,382 629 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数 １５社  持分法適用非連結子会社数  ０社  持分法適用関連会社数 １０社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規)   ０社 (除外)  ０社    持分法 (新規)   ０社 (除外)   ０社 
 
２．１９年３月期の連結業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 
通   期 108,000 2,500 800 

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  8 円 02 銭 

（注） 当資料に記載されている内容は種々の前提に基づいたものであり、記載された将来の計画数値、施策の実現 

   を確約したり、保証するものではありません。 業績予想の前提条件その他の関連する事項については、添付 

   書類 5 ページの「通期の見通し」をご覧ください。 
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 企業集団の状況  

 

得        意        先    (加工メーカー･卸売店･小売店等) 

              ﾍﾟｯﾄﾌｰﾄﾞ                                      畜産物及び畜産物加工品           畜産物 

 

  

 

 

 関連会社 

 ※日本ﾍﾟｯﾄﾌｰﾄﾞ(株) 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ﾍﾟｯﾄﾌｰﾄﾞの素飼料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 連結子会社 

   ｺﾞｰﾙﾄﾞｴｯｸﾞ(株) 

   九州ｺﾞｰﾙﾄﾞｴｯｸﾞ(株) 

   (株)横浜ﾐｰﾄ 

   (株)横浜ﾐｰﾄｾﾝﾀｰ 

   三河畜産工業(株) 

   (株)マルス 

 非連結子会社 

   (株)奥三河どり 

 関連会社 

 ※ウスミハム(株) 

 

     

                                                                           畜産物                      

協   同   飼   料  (株) 

配  合  飼  料 畜    産    物 

              配合飼料の製造委託             配合飼料及び家畜等                         

 連結子会社 

   門司飼料(株) 

 関連会社  

 ※苫小牧飼料(株) 

 ※東北飼料(株) 

 ※八代飼料(株) 

 ※志布志飼料(株) 

 

 

 
 連結子会社 

   岩手協同飼料販売(株) 

   鹿島協販(株) 

   東海協販(株) 

   大分協販(株) 

   南九州協販(株) 

   協同ｱｸﾞﾘｻｰﾋﾞｽ(株) 

   (株)ｱﾆﾏﾙﾃｸﾉｻｰﾋﾞｽ 

 非連結子会社 

   鹿児島協販(株) 

 関連会社 

   ※(株)北海道ｻﾝﾌｰｽﾞ 

   道北協同飼料販売(株) 

 ※(株)ｲﾁﾉｳ 

 

 

 

 

 

 

 

  配合飼料 

   及び 
  家畜等 

 

 

 

 

 

 

 

          畜産物 

                                           配合飼料及び家畜等 

得       意       先  (代理店･特約店･畜産生産者) 

 

 

 

 

一                   般 

 連結子会社 

  (株)東白川ﾌｧｰﾑ 

 非連結子会社 

  鹿屋鶏卵(有) 

 関連会社 

  ※(株)美保野ﾎﾟｰｸ 

 ※(有)みちのくﾌｧｰﾑ 

  (有)協同畜産経営ｾﾝﾀｰ 

※は持分法適用会社 

 

添 付 書 類 
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経営方針 

１．経営の基本方針 

当社グループは、家畜栄養学に基づく高性能な配合飼料の製造と、新鮮で安全・安心な畜産食品の提

供を通じて、わが国飼料畜産業界の発展に寄与することを基本方針として経営諸施策を展開し、安定し

た業績をあげ着実な発展を図ることを目指しております。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

当社グループでは、株主の皆さまへは安定的な利益還元を重視しつつ業績に対応した配当を行うこと

を基本とするとともに、長期的な経営基盤の維持・強化を図る方針でおります。 

 

３．目標とする経営指標 

当社グループでは「中期経営計画」を策定し、収益力の向上、有利子負債の減少と営業キャッシュ・

フローの拡大を通じて経営体質の改善強化を目指しております。 

当計画では、連結経常利益 30 億円、連結有利子負債 200 億円以下、連結営業キャッシュ･フロー30 
億円を達成することを目標としております。 

 

４．中長期的な経営戦略並びに対処すべき課題 

（１）飼料事業 

畜産生産者にとっては、輸入畜産物に対し競争力ある国産畜産物を生産することが課題となっており、

その実現のために高性能な品質の配合飼料の提供と技術援助を行うことで、畜産生産者の生産性向上に

寄与することに努めております。 

（２）畜産物事業 

消費者に向けては、国産畜産物の消費拡大に貢献するため、畜産物の安全衛生管理の徹底と品質の確

保に注力し、新鮮でおいしく安全・安心な国産畜産物の提供に努めております。 

（３）中期経営計画 

上記セグメント別の重要課題を達成するため、当社グループでは、次の 6 項目を主な課題とする「中

期経営計画」を策定し、経営体質の改善強化に努めております。 
① 差別化畜産物の生産と販売の強化 

② 付加価値商材の販売拡大 

③ ローコストオペレーションの追求 

④ 人材の育成 

⑤ 安全・安心のモノづくり 

⑥ リスク管理の徹底 

 

５．親会社等に関する事項 

当会社は親会社等を有しません。 
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経営成績及び財政状態 

１．経営成績 

（１）当中間期の概況 

 当中間期におけるわが国経済は、企業設備投資の伸びと個人消費の好転等により、緩やかな景気回

復が継続しておりますものの、原油価格の高騰による物価への影響が懸念されるなど、先行きは不透

明な様相を示しました。 
 畜産飼料業界におきましては、国際飼料穀物相場は、期の前半は主産地米国における作付面積の減

少見込等から堅調に推移し、後半には好天候による豊作が期待され低下しましたが、期末に至りエタ

ノール向けなど需要の増加予想から相場は上昇に転じました。外国為替相場は日米の金利差等により

期初から期末にかけて緩やかながら円安傾向が続きました。また、海上運賃は世界的な船腹需要や燃

料価格の堅調を受け、期を通じて上昇基調を辿っております。 
 こうした原材料価格の動向を受け、本年 1 月に引き上げた配合飼料製品価格を、7 月に小幅ながら値

下げいたしました。 
 また、配合飼料の全国流通量は、前中間期に比べて 1 パーセント程度増加したものと見られます。 
 畜産物について品目別にみますと、鶏卵は、国内生産の増加に伴う需給の緩和から相場は期を通じ

て低調に推移しました。豚肉は、米国からの牛肉輸入再開後も代替需要が引続き好調であることに加

え、国内生産の減少から期の後半まで堅調な相場が続きました。牛肉も、輸入量の減少と需要の回復

により相場は堅調に推移しました。 

 こうした経営環境において当社グループは、新製品の開発、発売に注力するなど、グループ全部門

を挙げて収益力の向上に努めました。 
 その結果、配合飼料の販売数量は前中間期を上回ったものの、売上高は前中間期に比べて 3.6 パー

セント減の521億 8千 8百万円、経常利益は前中間期に比べて 27.5パーセント減の 9億 3千 1百万円、

また、当中間純利益は 1 億 1 千 3 百万円（前中間期比 23.6 パーセント減）に止まりました。 
 セグメント別の経営成績は次のとおりであります。 

① 飼料事業 

 当中間期は、換羽後の鶏の産卵成績に貢献する「ふれっしゅあっぷシリーズ」や最新の栄養情報

に基づく採卵鶏育成用飼料「ゴールデンシリーズ」、乳質改善･繁殖成績に加え蹄の健康にも配慮し

た牛用飼料「マドンナプラス」を新たに発売するとともに、子豚用人工乳「ママ･7 スウィートＲ

／アクトＲ／リフトＲ」を腸管健康理論に基づきリニューアルするなど、付加価値の高い製品の販

売に注力する一方、配合飼料製造部門を中心としたローコストオペレーションの徹底に努めました。 
 その結果、売上高は 312 億 9 千 6 百万円（前中間期比 1.2 パーセント増）と増収となりましたが、

営業利益は原材料価格の上昇によるコスト負担増加により、13 億 7 百万円（前中間期比 26.2 パー

セント減）となりました。 

② 畜産物事業 

 当中間期は、前期に引続き、食肉事業におけるグループ会社間の営業体制の整備を推進し効率の

向上を図りました。 
 その結果、売上高は鶏卵相場の低下等により 208億9千2百万円（前中間期比 10.0 パーセント減）

と減収となりましたが、特色ある畜産物の販売促進と取引条件等の見直しにより、営業利益は 1 億 2
千 1 百万円（前中間期比 76.0 パーセント増）と増益を果たすことができました。 
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（２）通期の見通し 

 配合飼料業界における今後の見通しにつきましては、原材料価格の上昇に伴い本年 10 月から配合飼

料の製品価格を値上げしましたが、外国為替相場の円安傾向及び国際飼料穀物相場が堅調な需要によ

り高値で推移していることから先行きは見極めがたく、更に、米国産牛肉の輸入再開の動きに伴う国

産畜産物の消費動向など予断を許さない状況が続いております。 
 こうした中で当社グループは、飼料事業部門においては新製品の開発と顧客にとり付加価値の高い

配合飼料の拡販に努め、畜産物事業部門においては「なかなかびーふ」「パインポーク」等のおいし

い畜産物の販売に注力するなど積極的な営業施策を展開し、業容の拡大と業績の向上に注力してまい

る所存でございます。 
 
２．財政状態 

（１）当中間期の概況 

 当中間期のキャッシュ・フローは、営業活動により 26 億 3 千 2 百万円の収入、投資活動により 3
千 9 百万円の収入、財務活動により 24億6千9百万円の支出となった結果、現金及び現金同等物中間

期末残高は 8 億 3 千 2 百万円（前中間期比 38.9 パーセント増）となりました。 
 それぞれのキャッシュ・フローの動向は次のとおりであります。 
① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

 当中間期の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益 2 億 6 千 9 百万円、

仕入債務の増加 24 億 8 千 7 百万円等により、売上債権の増加 19 億 3 千 9 百万円等があったものの、

差引 26 億 3 千 2 百万円の収入（前中間期比 141.5 パーセント増）となりました。 
② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

 当中間期の投資活動によるキャッシュ・フローは、長期貸付金の回収 2 億 1 千 2 百万円及び固定

資産の売却収入 1 億 3 千 4 百万円等により、設備投資支出など固定資産の取得 2 億 4 千 7 百万円等

があったものの、差引で 3 千 9 百万円の収入（前中間期は 2 億 3 千万円の支出）となりました。 
③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

 当中間期の財務活動によるキャッシュ・フローは、長短期借入金等の返済 21 億 4 千 7 百万円、

配当金支払 1 億 9 千 9 百万円等により、差引で 24 億 6 千 9 百万円の支出（前中間期比 81.7 パーセ

ント増）となりました。 
（２）通期の見通し 

 営業活動によるキャッシュ･フローは、税金等調整前当期純利益の増加等による収入が増加し、また

投資活動によるキャッシュ･フローは、工場の設備投資が一段落していることから前期に比べ支出が減

少すると見込まれます。これらにより借入金の返済が進み財務体質の一段の強化を図ることができる

見込みであります。 
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（３）キャッシュ・フローに関する指標トレンド 

 平成 16 年 3 月期 平成 17 年 3 月期 平成 18 年 3 月期 平成 18 年 9 月期 
自己資本比率（％）  23.9  26.0  29.5  29.1 
時価ベースの自己資本比率（％）  29.1  39.3  47.0  38.9 
債務償還年数（年）   5.9  17.3  10.2   3.4 
インタレスト・カバレッジ・レシオ  10.7   3.8   6.6  16.8 

  （注） 自己資本比率：自己資本／総資産 
      時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
      債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー  
      インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
   ＊各指標は、いずれも連結ベースの数値により計算している。 

＊株式時価総額は、中間（期末）株価終値×中間（期末）発行済株式数（自己株式控除後）により算出している。 
＊営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを利用して

いる。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象とし

ている。 
   ＊利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用している。 
   ＊債務償還年数の中間期での計算は、営業キャッシュ・フローを年額に換算するため 2 倍している。 

 

３．事業等のリスク 

   当社及び当社グループの経営成績及び財務状態等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を

及ぼす可能性があると考えられる主な事項を記載しております。 

   なお、文中における将来に関する事項は、中間決算短信提出日現在において当社グループが判断した

ものであります。 

（１）経営環境等の外部要因に関するリスク 

  ① 社会情勢の影響によるリスク 
食品の安全性に対し消費者を中心として社会的な関心が非常に高まってきており、大規模な家畜伝染

病の発生に伴い該当する畜産物の消費が落ち込み、あるいは相場が低下することにより、当社グループ

の配合飼料の顧客である畜産生産者の経営環境が悪化し、ひいては当社グループにおける配合飼料販売

の停滞または売上債権の回収困難を来たす可能性があります。 
また、こうした安全性志向により新たな立法や法改正が行われ、当社グループにとって生産コストア

ップや収益性の低下等に繋がる可能性があります。 
  ② 畜産物相場変動のリスク 

畜産物相場は基本的に需給関係を反映して変動し、生産コストと直接的には関係なく騰落します。 
従って、畜産生産者にとっては生産コストを下回る収入となることもありえますので、その際には、

当社グループによる売上債権の回収困難を来たす可能性があります。 
  ③ 原料相場変動のリスク 

配合飼料の原料には、とうもろこし、マイロ（こうりゃん）、大豆粕など、直接間接に輸入される品

目が多く使用されています。また、これらの購入価格は米国のシカゴ穀物相場を基準としており、主産

地である米国の気象条件そのほかの要因により日々変動します。加えて、産地から日本までの輸送コス

トも、船運賃ほかの要因により変動します。更に、外国為替相場の変動により円ベースでの原料価格は

変動します。 
従って、これらの要因により配合飼料の原料コストが刻々と変動する一方、配合飼料製品の販売価格

は３ヶ月ごとの見直しが慣例となっているので、これに対応すべく、穀物相場、船運賃及び為替相場の

先物予約等を実施していますが、急激かつ予想しがたい相場変動が発生した場合には企業収益に大きな
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影響を蒙る可能性があります。 
  ④ 配合飼料業界が直面する課題に伴うリスク 

配合飼料業界特有の制度として配合飼料価格安定基金制度があり、配合飼料製造業者と畜産生産者が

基金を積み立てておき、配合飼料製品の値上げが行われた際に畜産生産者へ補填を行って値上げによる

畜産経営への負担を軽減し、我が国畜産生産の安定に資することを目的としております。この制度によ

る補填が多額となり基金が枯渇する場合は、配合飼料メーカーによる基金の積増又は金融機関からの借

入に対する保証を行うことがあり、その場合は利益の減少又は保証債務の増加を招く可能性があります。 

 （２）経営資源等の内部要因に関するリスク 
  ① グループ会社の有する重要事項等によるリスク 

ア．当社グループを構成する各社の運営状況には常に注意を払っており、いずれもグループ会社とし

ての役割を果たしていますが、経営環境の悪化等により業績改善の見通しが立たない際には整理統

合することがあり、その場合には関係会社整理損失が発生する可能性があります。 
イ．当社グループには農場運営会社が含まれており、家畜の飼養に際し生じる糞尿については、浄化

施設を設置して法令等が認める範囲に浄化処理しておりますが、予測しがたい事故、施設故障等が

発生し必要な浄化が困難となることがあり、その場合には、当社が施設整備資金の貸付などの支援

を行う必要が生じる可能性があります。 
ウ．当社グループには畜産物の処理加工会社が含まれており、食肉・鶏卵等の畜産物、加工食品の仕

入、処理加工並びに販売業務を行っております。これらの業務遂行に際しては、商品の品質並びに

事業場の安全衛生を維持するために必要な設備を設置し従業員の教育訓練を実施しておりますが、

不測の要因により、商品の内容等に問題が生じる可能性があります。 
  ② 偶発債務の存在によるリスク 

当社グループは平成 18 年 9 月末現在で保証債務 29 億９千万円ほかの偶発債務があります。これらは

取引先の金融機関等からの債務に対し行っているものですが、被保証先企業自身による返済が不能とな

った場合には、当社グループが代位弁済を行う必要が生じる可能性があります。 
  ③ 飼料製造工場におけるリスク 

ア．当社グループの飼料事業部門には飼料製造工場が含まれております。各工場とも必要とされる防

災施設を設置しているほか、自衛消防隊を組織し防火訓練を実施するなど、工場災害の未然防止に

万全を期していますが、想定外の原因により、粉塵爆発等の事故が発生することがあり、その規模

によっては復旧までの間製造が行えなくなる可能性があります。 
イ．持分法適用関連会社日本ペットフード㈱静岡工場が立地している静岡県袋井市は、東海地震に係

る地震防災対策強化地域に含まれております。 
ウ．飼料製造工場では様々な種類の原料を使用し、多種類の飼料製品を製造しております。これら原

料・製品の品質は、工場の品質管理室が中心となり「飼料安全法（飼料の安全性の確保及び品質の

改善に関する法律）」その他の法令及び社内規程に則って厳しく管理されておりますが、不測の要

因により製品の内容等に問題が生じ、回収費用等のコスト発生など損害をこうむる可能性がありま

す。 
  ④ コンピューター・システムダウンによるリスク 

当社では社内ＬＡＮを設置し、会計ほか多くの業務をコンピューターにより処理しております。その

基幹施設は本社（神奈川県横浜市）に設置され、専任部署によって維持管理が行われております。不慮

の災害に備え、データの専門施設での保管、バックアップ用施設の設置などの対策を講じておりますが、

災害の規模によってはシステムダウンの状態が継続し業務が停滞する可能性があります。 



―８― 

  ⑤ 有価証券等の価格下落によるリスク 
ア．当社グループは様々な企業の有価証券を保有しておりますが、株式市場の相場下落などにより、

これら有価証券の価格が低下し、評価損失が発生する可能性があります。 
イ．当社グループは土地・建物等の固定資産を保有しておりますが、市場価値の下落等により評価損

失を計上する可能性があります。 

 （３）事業上のリスクへの対応方針 
  ① リスク管理の基本的な考え方 

当社及び当社グループは、様々なリスクにさらされていることを認識しており、これらリスクの顕在

化と事業活動への影響を最小限にするため、法令や基準、規格などのルールを遵守する中で、日常の企

業活動において各部門がリスク管理を行うとともに、戦略会議等において全社的なリスク情報の共有化

を図り、リスク管理の万全を期しております。 
  ② リスク管理の状況 

ア、社長直結組織として設置された内部監査室が、当社及び当社グループにおける内部監査において

リスク管理の状況を含めて監査、指導に当たっております。 
イ、取扱う製品・商品の安全性等品質上のリスク発生を防止するため、品質保証部を中心とした品質

管理体制を組織しております。 
ウ、不測の事態（クライシス）が発生した際に、事実関係を早期かつ適切に把握し、対応方針を決定

するためクライシス対応マニュアルに基づき危機管理に当たることとし、対処組織として、社長を

委員長とする危機管理委員会が設置されております。 
 



―９― 

 

 中間連結貸借対照表  
 
                             （金額単位：百万円未満切捨） 

 

 科     目
 

当中間連結 

会計期間末 

（18.9.30） 

前連結 

会計年度末 

(18.3.31) 

増  減
 

前中間連結 

会計期間末 

（17.9.30） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 資産の部 ） 

Ⅰ 流 動 資 産 

   現 金 及 び 預 金 

   受取手形及び売掛金 

   た な 卸 資 産 

   繰 延 税 金 資 産 

   短 期 貸 付 金 

   そ   の   他 

   貸 倒 引 当 金 

 

Ⅱ 固 定 資 産 

  有 形 固 定 資 産 

   建 物 及 び 構 築 物 

   機械装置及び運搬具 

   土       地 

   建 設 仮 勘 定 

   そ   の   他 

  無 形 固 定 資 産 

  投資その他の資産 

   投 資 有 価 証 券 

   長 期 貸 付 金 

   長 期 未 収 入 金 

   破 産 債 権､更 生 債 権 
   その他これらに準ずる債権 

   繰 延 税 金 資 産 

   そ   の   他 

   貸 倒 引 当 金 

 

 ２２，０９１ 

    ８３５ 

 １７，０４１ 

  ２，７７４ 

     ９６ 

    ３３１ 

  １，０９３ 

 △   ８０ 

 

 ２５，１１５ 

  ８，６０３ 

  ２，３１５ 

  ３，０５５ 

  ２，９６０ 

    １１５ 

    １５７ 

    ３９１ 

 １６，１１９ 

  ７，４０２ 

  ５，１８１ 

  ６，５５６ 

  １，１４２ 

  １，７２５ 

    ７６７ 

 △６，６５５ 

 

 

 ２０，６８４ 

    ６３２ 

 １５，２４０ 

  ２，９９３ 

    １４２ 

    ３３４ 

  １，３７２ 

 △   ３１ 

 

 ２６，１９４ 

  ８，８０１ 

  ２，２９１ 

  ３，２６３ 

  ３，０４０ 

     ５３ 

    １５２ 

    ４０３ 

 １６，９８８ 

  ７，４７０ 

  ５，２９３ 

  ６，６７３ 

    ９３９ 

  １，６８４ 

    ８２４ 

 △５，８９７ 

 

 

  １，４０７ 

    ２０２ 

  １，８００ 

 △  ２１９ 

 △   ４５ 

 △    ２ 

 △  ２７９ 

 △   ４９ 

 

 △１，０７９ 

 △  １９８ 

     ２３ 

 △  ２０７ 

 △   ８０ 

     ６１ 

      ５ 

 △   １２ 

 △  ８６８ 

 △   ６８ 

 △  １１２ 

 △  １１７ 

    ２０３ 

     ４１ 

 △   ５７ 

 △  ７５７ 

 

 ２１，４２５ 

    ６０２ 

 １６，４７３ 

  ２，８１０ 

    ２６４ 

    ３７７ 

    ９３５ 

 △   ３９ 

 

 ２７，０４２ 

  ９，０４３ 

  ２，３４３ 

  ３，３９０ 

  ３，１４７ 

      ２ 

    １６０ 

    ４０８ 

 １７，５９０ 

  ６，４６０ 

  ５，４６６ 

  ６，０４９ 

  １，３７６ 

  ２，６４０ 

    ８６３ 

 △５，２６６ 

 

 

 

 

 資  産  合  計 

 

 ４７，２０６ 

 

 ４６，８７８ 

 

    ３２８ 

 

 ４８，４６７ 
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                              （金額単位：百万円未満切捨） 

科     目
 

当中間連結 

会計期間末 

（18.9.30） 

前連結 

会計年度末 

(18.3.31) 

増  減
 

前中間連結 

会計期間末 

（17.9.30） 

（ 負債の部 ） 

Ⅰ 流 動 負 債 

   支払手形及び買掛金 

   短 期 借 入 金 

   未 払 法 人 税 等 

   繰 延 税 金 負 債 

   賞 与 引 当 金 

   未 払 費 用 

   そ   の   他 

 

Ⅱ 固 定 負 債 

   長 期 借 入 金 

   繰 延 税 金 負 債 

   退 職 給 付 引 当 金 

   そ   の   他 

  負  債  合  計 

 

 

 ２４，６０９ 

 １１，３４４ 

  ９，６１１ 

    １６９ 

      ３ 

    ３５８ 

  １，３００ 

  １，８２１ 

 

  ８，８５９ 

  ７，４２２ 

     ２１ 

  １，３９６ 

     ２０ 

 ３３，４６９ 

 

 

 ２３，７０９ 

  ８，９５６ 

 １１，２３４ 

    １００ 

      ２ 

    ３５９ 

  １，２０６ 

  １，８５０ 

 

  ９，３４５ 

  ７，９４７ 

     ２１ 

  １，３５７ 

     ２０ 

 ３３，０５５ 

 

 

    ９００ 

  ２，３８８ 

 △１，６２２ 

     ６９ 

      ０ 

 △    １ 

     ９３ 

 △   ２８ 

 

 △  ４８５ 

 △  ５２５ 

      ０ 

     ３９ 

      ０ 

    ４１４ 

 

 

 ２５，５２７ 

  ９，２７３ 

 １１，４８３ 

    ８０８ 

      ２ 

    ３７６ 

  １，０８６ 

  ２，４９５ 

 

  ９，９７０ 

  ８，５３０ 

     ４７ 

  １，３７１ 

     ２０ 

 ３５，４９８ 

 

（ 純資産の部 ） 

Ⅰ 株 主 資 本           

   資 本 金          

   資 本 剰 余 金          

   利 益 剰 余 金          

   自 己 株 式          

Ⅱ 評 価 ・ 換 算 差 額 等           

   その他有価証券評価差額金 

   繰 延 ヘ ッ ジ 損 益          

Ⅲ 少数株主持分 

  純 資 産 合 計           

 

 

 １１，５８９ 

  ５，１９９ 

  ４，９４７ 

  １，８６１ 

 △  ４１８ 

  ２，１４０ 

  ２，０９９ 

     ４０ 

      ６ 

 １３，７３６ 

 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

負債及び純資産合計  ４７，２０６       －       －       － 

 （ 少数株主持分 ） 

 少 数 株 主  持  分 

 

      － 

 

      ５ 

 

      － 

 

      ３ 

 （ 資 本 の 部 ） 

Ⅰ 資    本    金 

Ⅱ 資  本  剰  余  金 

Ⅲ 利  益  剰  余  金 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 

Ⅴ 自 己 株 式 

  資  本  合  計 

 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

 

  ５，１９９ 

  ４，９４７ 

   1，９４７ 

   ２,１４０ 

 △  ４１８ 

 １３，８１７ 

 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

 

  ５，１９９ 

  ４，９４７ 

  １，６６２ 

  １，５７５ 

 △  ４１８ 

 １２，９６６ 

 負債､少数株主持分 

 及び資本合計 

 

      － 

 

 ４６，８７８ 

 

      － 

 

 ４８，４６７ 
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 中間連結損益計算書  

 

 
                           （金額単位：百万円未満切捨） 

科     目 

当中間 

連結会計期間 

（18.4～18.9） 

前中間 

連結会計期間 

（17.4～17.9） 

増  減 前連結会計年度
 

（17.4～18.3） 

 

 Ⅰ 売    上    高 

 Ⅱ 売 上 原 価   

   売 上 総 利 益 

   

 Ⅲ 販売費及び一般管理費   

   営 業 利 益   

 

  ５２，１８８ 

  ４６，６００   

   ５，５８７ 

  

   ４，６６０  

     ９２７  

 

  ５４，１４０ 

  ４８，０９５   

   ６，０４５ 

  

   ４，６９７   

   １，３４７  

 

 △１，９５２ 

 △１，４９４    

 △  ４５８ 

 

 △   ３７   

 △  ４２０  

 

  １０８，２２３ 

   ９６，１２５   

   １２，０９８ 

 

    ９，１２７   

    ２，９７０ 

 

 Ⅳ 営 業 外 収 益 

   受取利息及び配当金 

   そ の 他          

 

 Ⅴ 営 業 外 費 用 

   支 払 利 息 

   持分法による投資損失 

   そ の 他          

                           

   経 常 利 益 

 

 Ⅵ 特  別  利  益           

   固 定 資 産 処 分 益          

 

 Ⅶ 特 別 損 失 

   固 定 資 産 処 分 損 

   貸倒引当金繰入額 

   役 員 退 職 慰 労 金 

   減  損  損  失          

   投資有価証券等評価損 

                            

 

  税金等調整前中間(当期)純利益 

 

  法人税、住民税及び事業税 

  法人税等調整額 (減算) 

  少数株主利益        (減算) 

  中 間 (当 期 )純 利 益  

 

     ３０７ 

      ８７ 

     ２１９ 

 

     ３０２ 

     １６２ 

       ６ 

     １３４  

                    

     ９３１ 

 

      １８ 

      １８ 

 

     ６８０ 

      １４ 

     ５３１ 

     １３５ 

       － 

       － 

                     

 

     ２６９ 

 

     １５１ 

       ３ 

       １   

     １１３ 

 

     ３７２ 

      ８２ 

     ２８９ 

 

     ４３５ 

     １５５ 

     １６１ 

     １１８  

                    

   １，２８４ 

 

       － 

       － 

 

     ９３６ 

       － 

     １５７ 

       － 

     ７７９ 

       － 

                     

 

     ３４７ 

 

     ７７６ 

 △   ５７５ 

 △     ０    

     １４８ 

 

 △   ６５ 

      ４ 

 △   ６９ 

 

 △  １３２ 

      ６ 

 △  １５５ 

     １６ 

                   

 △  ３５３ 

 

     １８ 

     １８ 

 

 △  ２５６ 

     １４ 

    ３７４ 

    １３５ 

 △  ７７９ 

      －  

                   

 

 △   ７８ 

 

 △  ６２４ 

    ５７９ 

      １   

 △   ３５ 

 

      ５５７ 

      １２６ 

      ４３０ 

              

      ９４８ 

      ３０８ 

      ３８８ 

      ２５１ 

                      

    ２，５７９ 

 

      ２６２ 

      ２６２ 

 

    １，９５１ 

        － 

    １，０９５ 

        － 

      ７７９ 

       ７５ 

                     

 

      ８９１ 

 

      ３７４ 

       ８１ 

        １ 

      ４３３ 
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 中間連結剰余金計算書  

 
                           （金額単位：百万円未満切捨） 

科    目 
前中間連結会計期間 

(17.4～17.9) 

前連結会計年度 

(17.4～18.3) 

 (資本剰余金の部) 

 Ⅰ 資 本 剰 余 金 期 首 残 高  

 Ⅱ 資 本 剰 余 金 増 加 高  

    自 己 株 式 処 分 差 益  

 Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末)残高 

  

      ４，９４７ 

          ０ 

          ０ 

      ４，９４７ 

 

      ４，９４７ 

          ０ 

          ０ 

      ４，９４７ 

 

 (利益剰余金の部) 

 Ⅰ 利 益 剰 余 金 期 首 残 高  

 Ⅱ 利 益 剰 余 金 増 加 高  

   中 間 (当期) 純利益 

 Ⅲ 利 益 剰 余 金 減 少 高  

   配   当   金  

 Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高 

 

 

      １，７１４ 

        １４８ 

        １４８ 

        １９９ 

        １９９ 

      １，６６２ 

 

 

      １，７１４ 

        ４３３ 

        ４３３ 

        １９９ 

        １９９ 

      １，９４７ 
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 中間連結株主資本等変動計算書  

 

当中間連結会計期間（自 平成 18 年 4月 1日  至 平成 18 年 9月 30 日）   （金額単位：百万円未満切捨） 
株主資本 評価・換算差額等  

資本金 資本 

剰余金 

利益 

剰余金 

自己株式 株主資本

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ﾍｯｼﾞ

損益 

評価・換算

差額等 

合計 

少数

株主

持分 

純資産合計 

 平成 18 年 3月 31 日残高  5,199  4,947   1,947  △ 418   11,676      2,140    2,140    5    13,823 

 当中間連結会計期間中の変動額           

  剰余金の配当           △ 199   △  199      △   199 

  中 間 純 利 益              113        113           113 

  自己株式の取得     △   0  △    0      △     0 

  自己株式の処分       0        0        0             0 

  株主資本以外の項目の            
  当中間連結会計期間中の変動額       △     40     40  △   0    1         0 

 当中間連結会計期間中の 

 変 動 額 合 計              －      0  △  86  △   0  △   87  △     40     40  △   0    1  △    86 

 平成18年9月30日残高  5,199  4,947   1,861  △ 418   11,589      2,099     40   2,140    6    13,736 

 

 

 

 



―１４― 

 

  中間連結キャッシュ･フロー計算書  
                                                        (金額単位：百万円未満切捨) 

当中間連結会計期間 

(18.4～18.9) 
前中間連結会計期間 

(17.4～17.9) 
前連結会計年度 
(17.4～18.3) 

 
 

科    目 
金    額 金    額 金    額 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ･フロー    

税金等調整前中間(当期)純利益                       ２６９      ３４７      ８９１ 
減 価 償 却 費                       ４１２      ４５１      ９３３ 
減 損 損 失                         －      ７７９      ７７９ 
貸 倒 引 当 金 の 増加額（△は減少額）      ８０６      １６３      ７８７ 
賞 与 引 当 金 の 増加額（△は減少額）  △     １  △     ０  △    １６ 
退職給付引当金の増加額（△は減少額）        ６  △    ３０  △    ５７ 
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金                   △    ８７  △    ８２  △   １２６ 
支 払 利 息                       １６２      １５５      ３０８ 
為 替 差 損            （△は差益）  △    ９８  △   １７４  △   ２１９ 
持 分 法 投 資 損 失            （△は利益）        ６      １６１      ３８８ 
投 資 有 価 証 券 売 却 益                         －  △     ０  △     ２ 
投 資 有 価 証 券 等 評 価 損                         －        ０       ７５ 
有 形 ・ 無 形 固 定 資 産 除 却 損                        １４        ２        ３ 
有 形 ・ 無 形 固 定 資 産 売 却 益                   △    １８        －  △   ２６２ 
売 上 債 権 の 減 少 額（△は増加額）   △ １，９３９  △   １７５      ４９９ 
たな卸資産の減少額（△は増加額）       ２１９  △   ３１１  △   ４９４ 
仕 入 債 務 の 増 加 額（△は減少額）     ２，４８７      ４９８      ２２５ 
その他資産の減少額（△は増加額）       ２２５      １７４  △   ６８２ 
その他負債の増加額（△は減少額）       １１３  △   １１７  △    ７１ 
未払消費税等の増加額（△は減少額）        ２９  △    ３４  △    ２０ 
そ の 他                   △     ０          １          ２   

  小                           計    ２，６０８    １，８１０    ２，９４１ 
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額                        ９４       ８７      １４２ 
利 息 の 支 払 額                   △   １５６  △   １５７  △   ３０３ 
法 人 税 等 の 支 払 額                                  ８６    △   ６４９    △   ７９１   

  営業活動によるキャッシュ・フロー    ２，６３２    １，０９０    １，９８８ 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー    

短期貸付金の純減少額（△は純増加額）  △    ３２       １２       １８ 
有形・無形固定資産の取得による支出  △   ２４７  △   ４３６  △   ８２９ 
有形・無形固定資産の売却による収入      １３４        ９      ４０５ 
投資有価証券の取得による支出                   △     ３  △     ３  △   １０５ 
投資有価証券の売却による収入                        ４０       １０       ２８ 
長 期 貸 付 金 に よ る 支 出                   △    ６５  △    ３２  △    ４７ 
長 期 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入                       ２１２        １９６      ４２１ 
そ の 他                   △     ０        １２       ３２ 

  投資活動によるキャッシュ・フロー       ３９  △   ２３０  △    ７５ 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増加額（△は純減少額）  △ １，０２１  △   ９２４  △ ３，０８７ 
長 期 借 入 金 の 借 入 に よ る 収 入                     １，８００    １，９００    ５，１２０ 
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出                   △ ２，９２６  △ ２，００９  △ ３，９００ 
預り担保金の純増加額（△は純減少額）  △   １２２  △   １２６  △   ３１５ 
配 当 金 の 支 払 額                   △   １９９     △   １９９     △   １９９   
そ の 他                   △     ０  △     ０  △     ０ 

  財務活動によるキャッシュ・フロー  △ ２，４６９  △ １，３５９  △ ２，３８２ 

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額                   －          －          －   

Ⅴ．現金及び現金同等物の増加額（△は減少額）     ２０２  △   ４９９  △   ４６９ 

Ⅵ．現金及び現金同等物期首残高      ６２９    １，０９８    １，０９８ 

Ⅶ．新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額            －          －          －    

Ⅷ．現金及び現金同等物中間期末(期末)残高      ８３２      ５９９      ６２９ 
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 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  
 

１．連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社 

ゴールドエッグ㈱、鹿島協販㈱、㈱横浜ミートセンター、三河畜産工業㈱、門司飼料㈱ほか１０社｡ 

 (2) 非連結子会社 

    鹿児島協販㈱ほか 

 (3) 非連結子会社について、連結の範囲から除いた理由 

        非連結子会社は、いずれも小規模であり、総資産、売上高、中間純損益（持分に見合う額）及び 

      利益剰余金（持分に見合う額）等からみて中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためで 

   あります。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法適用会社 

    関 連 会 社…日本ペットフード㈱、ウスミハム㈱、東北飼料㈱、㈱美保野ポークほか６社。 

 (2) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社 

    非連結子会社…鹿児島協販㈱ほか 

    関 連 会 社…道北協同飼料販売㈱ほか 

 (3) 非連結子会社及び関連会社について、持分法の適用範囲から除いた理由 

    非連結子会社及び関連会社は中間純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等に 

      及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないためであります。 

 (4) 持分法適用会社のうち、中間決算日が中間連結決算日と異なる会社については、当該会社の中間会計 

    期間に係る中間財務諸表を使用しております。 

 

３．連結子会社の中間決算日に関する事項 

   連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と一致しております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有 価 証 券 

     その他有価証券 

      時価のあるもの… 中間決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入 

              法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）によっております。 

      時価のないもの… 移動平均法による原価法によっております。 

  ② た な 卸 資 産…主として移動平均法による原価法によっております。 

 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産…主として定率法によっております。 

            ただし、平成 10 年 4月 1日以降取得した建物(建物附属設備を除く)は、定額法 

           によっております。 

  ② 無形固定資産…定額法によっております。 

            なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５ 

           年）に基づく定額法によっております。 

 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸 倒 引 当 金… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、 

                        貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込 

                        額を計上しております。 

  ② 賞 与 引 当 金… 従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 
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  ③ 退職給付引当金… 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び 

                       年金資産の見込み額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認 

                       められる額を計上しております。 

                         なお、会計基準変更時差異（1,369 百万円）については、15 年による按分額を 

                       費用処理しております。 

                         数理計算上の差異は、発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により 

                       翌連結会計年度から費用処理することとしております。 

 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について 

   は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

  (5) 重要なヘッジ会計の方法 

      ①ヘッジ会計の方法 

          原則として繰延ヘッジ処理によっております。また、為替予約等が付されている外貨建金銭債権 

        債務等については、振当処理を行っております｡金利スワップ取引において特例処理の要件を満た 

        している場合には、特例処理を採用しております。 

      ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

          外貨建取引の為替変動リスクに対して為替予約等取引を、変動金利の借入金の金利変動リスクに 

        対して金利スワップ取引をヘッジ手段として用いております。 

          なお、為替予約等取引は包括ヘッジを採用しております｡ 

      ③ヘッジ方針 

       ・為替予約等取引 

             外貨建取引の為替変動リスクをヘッジするため、原料購入の実需を超えない範囲内で実施し 

           ております。 

       ・金利スワップ取引 

             借入金の金利変動リスクをヘッジするため、個別に検討して実施しております。 

      ④ヘッジの有効性評価の方法 

          ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動と、ヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ･ 

        フロー変動の比率が高い相関関係にあることを、6ヶ月毎に検証しております。 

          ただし、特例処理によっている金利スワップ取引については、有効性の評価を省略しております。 

 

  (6) 消費税等の会計処理 

    税抜き方式を採用しております。 

 

５．中間連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲 

   手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能 

  であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資を資金の範囲としておりま 

  す。 

 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

 
（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

  当中間連結会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員 

 会 平成17年12月9日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

 等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成17年12月9日 企業会計基準適用指針第８号）を適用して 

 おります。 

  なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は13,689百万円であります。 

  また、中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の純資 

 産の部については、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しております。 
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 注 記 事 項  

（中間連結貸借対照表関係） 
                                                            (金額単位：百万円未満切捨) 

 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 前中間連結会計期間末 

１．受取手形割引高          １，１４０     １，６９８     １，７９１ 

２．有形固定資産の減価償却累計額      ２１，１８４    ２０，９３８    ２０，７０６ 

３．担保に供している資産 

   有形固定資産  

 

    ５，５５５ 

 

    ５，７８６ 

 

    ５，８９３ 

４．保証債務      ２，９９０     ３，０１６     ３，２６８ 

５．上記の外、他社と連帯した保証に係る他社 

負担額 

      ２２６       ２３７       ２５６ 

６．債務保証予約        ２７６       ２９３       ３１０ 

７．経営指導念書          １９０       １２５       １２５ 

８．自己株式の数     4,211,065 株    4,209,298 株     4,208,037 株 

９. 破産債権、更生債権その他これらに準ずる 

     債権から控除している貸倒引当金 
    ２，３８９     ３，４７４     １，１５９ 

10．中間連結会計期間末日満期手形の会計処理 

   当中間連結会計期間の末日は金融機関の休日でありましたが、満期日に決済が行われたものとして 

  処理しております。 

   当中間連結会計期間末日満期手形の金額は、受取手形２９３百万円、割引手形１１２百万円であり 

  ます。 

 

 

（中間連結損益計算書関係） 
                                 （金額単位：百万円未満切捨） 

   当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

 減価償却実施額       ４１２     ４５１     ９３３
 

 

 

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

 当中間連結会計期間（自 平成 18 年 4月 1日  至 平成 18 年 9月 30 日）        
  １．発行済株式に関する事項                          （単位：株） 

株式の種類 前連結会計年度末 増 加 減 少 当中間連結会計期間末 

 普通株式   103,995,636       －       －   103,995,636 

 

  ２．自己株式に関する事項                           （単位：株） 
株式の種類 前連結会計年度末 増 加 減 少 当中間連結会計期間末 

 普通株式    4,209,298     1,801       34    4,211,065 

 

  ３．配当金に関する事項                              

決 議 株式の種類 配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

 平成 18 年 6月 29 日 
 定時株主総会 

 普通株式     199     2 平成18年3月31日 平成18年6月29日 

 

 

(リース取引関係)  
 

 半期報告書についてＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 



―１８― 

 

(セグメント情報)  

 

 １．事業の種類別セグメント情報 

    当中間連結会計期間（自 平成１８年４月１日  至 平成１８年９月３０日）       （金額単位：百万円未満切捨） 

 
飼  料 

事  業 

畜 産 物 

事   業 

 

計 
消去 又は 

全     社 

 

連    結 

 売 上 高 及び 営 業 損 益 

   売  上  高 

   (1)外部顧客に対する売上高 

 

 

 ３１，２９６ 

 

 

 ２０，８９２ 

 

 

 ５２，１８８ 

 

 

     － 

 

 

 ５２，１８８ 

   (2)セグメント間の内部売上高 

     又は振替高 

 

     ４９ 

 

      － 

 

     ４９ 

 

 (   ４９) 

 

      － 

       計  ３１，３４６  ２０，８９２  ５２，２３８  (   ４９)  ５２，１８８ 

   営 業 費 用   ３０，０３８  ２０，７７０  ５０，８０９     ４５１  ５１，２６１ 

   営 業 利 益   １，３０７     １２１   １，４２８  (  ５０１)     ９２７ 

    前中間連結会計期間（自 平成１７年４月１日  至 平成１７年９月３０日）       （金額単位：百万円未満切捨） 

 
飼  料 

事  業 

畜 産 物 

事   業 

 

計 
消去 又は 

全     社 

 

連    結 

 売 上 高 及び 営 業 損 益 

   売  上  高 

     (1)外部顧客に対する売上高 

 

 

 ３０，９３２ 

 

 

 ２３，２０８ 

 

 

 ５４，１４０ 

 

 

     － 

 

 

 ５４，１４０ 

     (2)セグメント間の内部売上高 

       又は振替高 

 

     ７９ 

 

      － 

 

     ７９ 

 

 (   ７９) 

 

      － 

       計  ３１，０１１  ２３，２０８  ５４，２２０  (   ７９)  ５４，１４０ 

   営 業 費 用   ２９，２３９  ２３，１３９  ５２，３７９     ４１３  ５２，７９２ 

   営 業 利 益   １，７７２      ６８   １，８４０  (  ４９２)   １，３４７ 

    前連結会計年度（自 平成１７年４月１日  至 平成１８年３月３１日）       （金額単位：百万円未満切捨） 

 
飼  料 

事  業 

畜 産 物 

事   業 

 

計 
消去 又は 

全     社 

 

連    結 

 売 上 高 及び 営 業 損 益 

   売  上  高 

     (1)外部顧客に対する売上高 

 

 

 ６３，３２３ 

 

 

 ４４，８９９ 

 

 

１０８，２２３ 

 

 

     － 

 

 

１０８，２２３ 

     (2)セグメント間の内部売上高 

       又は振替高 

 

    １０７ 

 

      － 

 

    １０７ 

 

 (  １０７) 

 

      － 

       計  ６３，４３１  ４４，８９９ １０８，３３１  (  １０７) １０８，２２３ 

   営 業 費 用   ５９，７４６  ４４，６３５ １０４，３８２     ８７０ １０５，２５２ 

   営 業 利 益   ３，６８４     ２６３   ３，９４８  (  ９７７)   ２，９７０ 
 

   （注） 1．事業区分は、製品・商品の種類及び性質を考慮した売上集計区分によっております。 
     2．各事業の主要な製品・商品は下記のとおりであります。 
        飼 料 事 業…鶏用・牛用・豚用・魚用飼料及びその他飼料等 
        畜産物事業…鶏卵・鶏肉・牛肉・豚肉・畜肉加工品及び加工卵等 
     3．営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、連結財務諸表 
      提出会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 
        当中間連結会計期間 ５０７百万円 
        前中間連結会計期間 ４９０百万円 
        前 連 結 会 計 年 度 ９７５百万円 

 
 ２．所在地別セグメント情報 
    本邦以外の国又は地域に所在する在外支店及び連結子会社がないため該当事項はありません。 
 
 ３．海外売上高 
    海外売上高が連結売上高の１０％未満であるため、記載を省略しております。 



―１９― 

 

(有価証券関係)  
 
当中間連結会計期間末（平成１８年９月３０日現在） 
１．時価のある有価証券                  （金額単位：百万円未満切捨） 

  種     類 取 得 原 価 
中間連結貸借対照表 

計      上      額 差      額 

  その他有価証券 

   株     式 

 

   ２，０５９ 

 

   ５，５３６ 

 

   ３，４７７ 

   合      計
 

   ２，０５９    ５，５３６    ３，４７７ 

２．時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

      その他有価証券 

        非上場株式（店頭売買株式を除く）  １９５百万円 
 
 
前中間連結会計期間末（平成１７年９月３０日現在） 
 
１．時価のある有価証券                 （金額単位：百万円未満切捨） 

  種     類 取 得 原 価 
中間連結貸借対照表 

計      上      額 差      額 

  その他有価証券 

   株     式 

 

   １，９７９ 

 

   ４，５６４ 

 

   ２，５８５ 

   合      計
 

   １，９７９    ４，５６４    ２，５８５ 

２．時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

      その他有価証券 

        非上場株式（店頭売買株式を除く）  ２５８百万円 

 

 
前連結会計年度末（平成１８年３月３１日現在） 
 
１．時価のある有価証券                           （金額単位：百万円未満切捨） 

  種     類 取 得 原 価 
連結貸借対照表 

計   上    額 差      額 

  その他有価証券 

   株     式 

 

   ２，０５５ 

 

   ５，５９８ 

 

   ３，５４２ 

   合      計
 

   ２，０５５    ５，５９８    ３，５４２ 

２．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

      その他有価証券 

        非上場株式（店頭売買株式を除く）  １８４百万円 

 

 

 

(デリバティブ取引関係)  
 

半期報告書についてＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

 



［訂正前］ 
 
 

平成 19 年 3 月期  個別中間財務諸表の概要  平成１８年１１月１０日 

上 場 会 社 名         協同飼料株式会社   上場取引所  東京証券取引所市場第一部 
コ ー ド 番 号         ２０５２   本社所在都道府県  神奈川県 
（ＵＲＬ  http://www.kyodo-shiryo.co.jp） 
代  表  者 役職名  代表取締役社長  氏 名  村井 弘一 
問合せ先責任者 役職名  取締役経理部長  氏 名  大友  彰  ＴＥＬ（045）461－5711 
決算取締役会開催日 平成１８年１１月１０日    単元株制度採用の有無           有 (１単元 1,000 株) 
 
１． １８年９月中間期の業績(平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年 9 月 30 日) （単位：百万円未満切捨） 
(1) 経営成績 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

43,374  △ 4.1 
45,249  △ 3.6 

725  △44.2 
1,301   22.7 

805  △44.0 
1,439   13.3 

１８年３月期      90,314      2,810      2,867 
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円    ％ 円  銭 

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

94  △64.8 
267   377.6 

0.94 
2.67 

１８年３月期       351 3.51 

 
 
 

 (注)①期中平均株式数 18 年 9 月中間期 99,980,822 株 17 年 9 月中間期 99,984,555 株 18 年 3 月期 99,983,633 株 
    ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2)財政状態 
 総 資 産     純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

41,612 
41,241 

12,204 
11,670 

29.3 
28.3 

122.07 
116.72 

１８年３月期 40,674 12,303 30.2 123.05 

(注)①期末発行済株式数 18 年 9 月中間期 99,980,251 株 17 年 9 月中間期 99,983,279 株 18 年 3 月期 99,982,018 株 
  ②期末自己株式数  18 年 9 月中間期 4,015,385 株 17 年 9 月中間期 4,012,357 株 18 年 3 月期 4,013,618 株 
 
２．１９年３月期の業績予想(平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日) 
 売 上 高     経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 

通   期 91,000 2,200 600 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  6 円 00 銭 
 
３．配当状況 
・現金配当 1 株当たり配当金（円）  

 中間期末 期末 年間 
18 年 3 月期 ― 2.00 2.00 

19 年 3 月期（実績） ― ―  

19 年 3 月期（予想） ― 3.00 3.00 

 

 
 
（注） 当資料に記載されている内容は種々の前提に基づいたものであり、記載された将来の計画数値、施策の実 

   現を確約したり、保証するものではありません。 業績予想の前提条件その他の関連する事項については、 

   決算短信（連結）添付書類の「通期の見通し」をご覧ください。 



―２― 

 

 

中間貸借対照表 
 
                             （金額単位：百万円未満切捨） 

 

科      目 

当中間 

会計期間末 

（18.9.30） 

前事業年度末 

(18.3.31) 

増 減 
前中間 

会計期間末 

（17.9.30） 

（ 資産の部 ） 

Ⅰ 流  動  資  産 

   現 金 及 び 預 金          

   受 取 手 形          

   売   掛   金 

   た な 卸 資 産          

   繰 延 税 金 資 産          

   短 期 貸 付 金          

   そ   の   他 

   貸 倒 引 当 金          

 

Ⅱ 固  定  資  産 

  有 形 固 定 資 産 

   建       物 

   機 械 及 び 装 置          

   土       地 

   そ   の   他 

  無 形 固 定 資 産 

  投資その他の資産          

   投 資 有 価 証 券          

   長 期 貸 付 金 

   長 期  未 収 入 金 

   破産債権、更生債権 

   その他これらに準ずる債権 

   繰 延 税 金 資 産          

   そ の 他          

   貸 倒 引 当 金          

 

 

 ２０，８５０ 

    ２７４ 

  ３，７０３ 

 １１，３０２ 

  ２，２８１ 

     １８ 

  ２，２５８ 

  １，０２３ 

 △    １０ 

 

 ２０，７６１ 

  ６，１４８ 

  １，２５４ 

  ２，７７７ 

  １，８６３ 

    ２５２ 

     ９５ 

 １４，５１７ 

  ７，０８４ 

  ４，３３５ 

  ６，４５９ 

 

  １，１６０ 

  １，５３６ 

    ６４１ 

 △６，６９９ 

 

 

 １８，８３１ 

    ３０６ 

  ３，２８２ 

 １０，０２０ 

  ２，４９５ 

     ５３ 

  １，５７６ 

  １，１０４ 

 △    ９ 

 

 ２１，８４３ 

  ６，４０３ 

  １，２４０ 

  ２，９６９ 

  １，９４３ 

    ２５０ 

    １００ 

 １５，３３９ 

  ７，２６５ 

  ４，４１３ 

  ６，５７３ 

 

    ９４７ 

  １，５０１ 

    ５５６ 

 △５，９１８ 

 

 

  ２，０１９ 

 △   ３２ 

    ４２１ 

  １，２８１ 

 △  ２１４ 

 △   ３５ 

    ６８２ 

 △   ８１ 

 △    ０ 

 

 △１，０８１ 

 △  ２５５ 

     １４ 

 △  １９１ 

 △   ８０ 

      ２ 

 △    ４ 

 △  ８２１ 

 △  １８１ 

 △   ７８ 

 △  １１４ 

 

    ２１２ 

     ３４ 

     ８５ 

 △  ７８１ 

 

 

 １９，１３２ 

    ２５７ 

  ３，７１５ 

 １０，８９２ 

  ２，３０２ 

    １９６ 

    ９５７ 

    ８２０ 

 △    １０ 

 

 ２２，１０８ 

  ６，５１２ 

  １，２４６ 

  ３，１１８ 

  １，９４３ 

    ２０２ 

    １０５ 

 １５，４９１ 

  ６，３３５ 

  ４，５４９ 

  ５，９３７ 

 

  ２，８８３ 

  ２，３２１ 

    ５９９ 

 △７，１３４ 

 

 

 資  産  合  計
 

 

 ４１，６１２ 

 

 ４０，６７４ 

 

    ９３７ 

 

 ４１，２４１ 

 

添 付 書 類 



―３― 

 

 
                             （金額単位：百万円未満切捨） 

 

科      目 

当中間 

会計期間末 

（18.9.30） 

前事業年度末 

(18.3.31) 

増 減 
前中間 

会計期間末 

（17.9.30） 

( 負債の部 ) 

Ⅰ 流  動  負  債 

   買   掛   金 

   短 期 借 入 金          

   未 払 法 人 税 等          

   賞 与 引 当 金          

     そ   の   他 

Ⅱ 固  定  負  債 

   長 期 借 入 金          

   退 職 給 付 引 当 金          

   そ   の   他 

   負  債  合  計 

 

 ２０，８０４ 

 １０，４８５ 

  ６，９９２ 

    １０８ 

    ２６８ 

  ２，９４９ 

  ８，６０４ 

  ７，３３５ 

  １，２４７ 

     ２１  

 ２９，４０８ 

 

 １９，９２２ 

  ８，０５８ 

  ８，７８４ 

      ２ 

    ２６７ 

  ２，８０９ 

  ８，４４９ 

  ７，２１０ 

  １，２１７ 

     ２１  

 ２８，３７１ 

 

    ８８１ 

  ２，４２７ 

 △１，７９２ 

    １０５ 

      １ 

    １３９ 

    １５４ 

    １２４ 

     ３０ 

      ０  

  １，０３６ 

 

 ２０，５７５ 

  ８，５８４ 

  ７，８６９ 

    ７７０ 

    ２８１ 

  ３，０６９ 

  ８，９９５ 

  ７，７３０ 

  １，２４２ 

     ２１  

 ２９，５７０ 

（ 純資産の部 ） 

Ⅰ 株 主 資 本           

   資 本 金          

   資 本 剰 余 金          

   利 益 剰 余 金          

   自 己 株 式          

Ⅱ 評 価 ・ 換 算 差 額 等           

   その他有価証券評価差額金 

   繰 延 ヘ ッ ジ 損 益          

   純 資 産 合 計           

 

 １０，１５８ 

  ５，１９９ 

  ４，９４６ 

    ４０７ 

 △  ３９６ 

  ２，０４６ 

  ２，００５ 

     ４０ 

 １２，２０４ 

 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

負債及び純資産合計  ４１，６１２       －       －       － 

 ( 資本の部 ) 

Ⅰ 資    本    金  

Ⅱ 資 本 剰 余 金           

   資 本 準 備 金          

   その他資本剰余金          

Ⅲ 利 益 剰 余 金           

   中間(当期)未処分利益 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 

Ⅴ 自 己 株 式           

   資  本  合  計 

 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

 

  ５，１９９ 

  ４，９４６ 

  ２，９４６ 

  ２，０００  

    ５１３ 

    ５１３ 

  ２，０３８ 

 △  ３９５ 

 １２，３０３ 

 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

 

  ５，１９９ 

  ４，９４６ 

  ２，９４６ 

  ２，０００ 

    ４２９ 

    ４２９ 

  １，４８９ 

 △  ３９５ 

 １１，６７０ 

負債及び資本合計       －  ４０，６７４       －  ４１，２４１ 

 

 



―４― 

 

 

中間損益計算書 

 
                              （金額単位：百万円未満切捨） 

 

科      目 
当中間 

会計期間 

 (18.4～18.9）

前中間 

会計期間 

 (17.4～17.9）

 

増 減 

 

前事業年度 

 (17.4～18.3）

 

  

 Ⅰ 売   上    高 

 Ⅱ 売  上  原  価        

    売 上 総 利 益          

  

 Ⅲ 販売費及び一般管理費        

   営 業 利 益           

 

 Ⅳ 営 業 外 収 益           

    受取利息及び 配当金           

    そ の 他          

 

 Ⅴ 営 業 外 費 用           

    支 払 利 息          

    そ の 他          

                                 

    経 常 利 益          

  

 Ⅵ 特 別 利 益           

    固 定 資 産 処 分 益          

 

 Ⅶ 特 別 損 失           

    固 定 資 産 処 分 損          

    貸倒引当金繰入額          

    役 員 退 職 慰 労 金          

    減 損 損 失          

    投資有価証券等評価損 

                                

   税引前中間(当期)純利益 

  法人税､住民税及び事業税 

   法人税等調整額(減算)            

   中 間 ( 当 期 ) 純 利 益            

   前 期 繰 越 利 益            

   中間(当期)未処分利益            

 

 

 ４３，３７４ 

 ３９，３７９   

  ３，９９５ 

 

  ３，２６９   

    ７２５ 

 

    ４１９ 

    １４１ 

    ２７７ 

 

    ３３９ 

    １４３ 

    １９６ 

                  

    ８０５ 

 

     １８ 

     １８ 

 

    ６３２ 

     １３ 

    ４８４ 

    １３５ 

      － 

      － 

                    

    １９１ 

    １０２ 

 △    ４  

     ９４   

      － 

      － 

 

 

 ４５，２４９ 

 ４０，７８３   

  ４，４６５ 

 

  ３，１６４   

  １，３０１ 

 

    ４９１ 

     ９５ 

    ３９５ 

 

    ３５２ 

    １２１ 

    ２３１ 

                  

  １，４３９ 

 

      － 

      － 

 

    ９８８ 

      － 

    ３２６ 

      － 

    ６４２ 

     １９ 

                    

    ４５１ 

    ７４０ 

 △  ５５６  

    ２６７ 

    １６２ 

    ４２９ 

 

 

 △１，８７４ 

 △１，４０４   

 △  ４７０ 

 

    １０４   

 △  ５７５ 

  

 △   ７１ 

     ４６ 

 △  １１７ 

 

 △   １３ 

     ２１ 

 △   ３５  

                       

 △  ６３３ 

 

     １８ 

     １８ 

 

 △  ３５５ 

     １３ 

    １５８ 

    １３５ 

 △  ６４２ 

 △   １９ 

                    

 △  ２５９ 

 △  ６３８ 

    ５５１  

 △  １７３  

      － 

      － 

 

 

 ９０，３１４ 

 ８１，１３８   

  ９，１７５ 

 

  ６，３６４  

  ２，８１０ 

 

    ６９３ 

    １３６ 

    ５５７ 

 

    ６３６ 

    ２４３ 

    ３９２ 

                    

  ２，８６７ 

 

      － 

      － 

 

  ２，２３０ 

      － 

  １，４８３ 

      － 

    ６４２ 

    １０５ 

                     

    ６３６ 

    ２６０ 

     ２４    

    ３５１ 

    １６２ 

    ５１３ 

 

 



―５― 

 

 

中間株主資本等変動計算書 

 

当中間会計期間（自 平成18年4月1日  至 平成18年9月30日）         （金額単位：百万円未満切捨） 

株主資本 評価・換算差額等  

資本金 資本 

剰余金 

利益 

剰余金 

自己株式 株主資本

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ﾍｯｼﾞ 

損益 

評価・換

算差額等 

合計 

純資産合計 

 平成18年3月31日残高   5,199   4,946     513  △ 395   10,264     2,038     2,038    12,303 

 当中間会計期間中の変動額          

  剰余金の配当           △ 199   △  199      △  199 

  中 間 純 利 益               94         94           94 

  自己株式の取得     △   0  △    0      △    0 

  自己株式の処分        0        0        0            0 

  株主資本以外の項目の 

  当中間会計期間中の変動額        △   33       40        7         7 

 当中間会計期間中の 

 変 動 額 合 計          

 

   － 

 

      0 

 

 △ 105 

 

 △   0 

 

 △  106 

 

  △   33 

 

      40 

  

       7 

 

  △   98 

 平成18年9月30日残高   5,199   4,946     407  △ 396   10,158     2,005       40    2,046    12,204 

 

 

 

 

 



―６― 

 

 

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

 １．資産の評価基準及び評価方法 

  (１) た な 卸 資 産……移動平均法による原価法によっております。 

    (２) 有 価 証 券 

       ①子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法によっております。 

       ②その他有価証券 

           時価のあるもの……  中間決算末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産 

                             直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定)によって 

               おります。 

           時価のないもの……  移動平均法による原価法によっております。 

 

 ２．固定資産の減価償却の方法 

    (１)有形固定資産       ……   定率法によっております。 

                             ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除 

                          く)については、定額法によっております。 

    (２)無形固定資産       ……   定額法によっております。 

                            なお、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利用可能 

                          期間(５年)に基づく定額法によっております。 

    (３)長期前払費用       ……  均等償却によっております。 

 

 ３．引当金の計上基準 

    (１)貸 倒 引 当 金       ……  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率 

                           により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討 

                           し、回収不能見込額を計上しております。 

    (２)賞 与 引 当 金       ……  従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

    (３)退職給付引当金……  従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金 

                           資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認め 

                           られる額を計上しております。 

                             なお、会計基準変更時差異(１，２４４百万円)については、１５年に 

                           よる按分額を費用処理しております。 

                             数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期 

                           間による定額法により翌事業年度から費用処理することとしております。 

 

 ４.リース取引の処理方法 

        リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に 

      ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

 

 



―７― 

 

 

 

 

  ５．ヘッジ会計の方法 

     (１) ヘッジ会計の方法 

            原則として繰延ヘッジ処理によっております。 

            また、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を行って 

          おります。 

            金利スワップ取引において特例処理の要件を満たしている場合には、特例処理を採用し 

          ております。 

     (２) ヘッジ手段とヘッジ対象 

            外貨建取引の為替変動リスクに対して為替予約等取引を、変動金利の借入金の金利変動 

          リスクに対して金利スワップ取引をヘッジ手段として用いております。 

            なお、為替予約等取引は、包括ヘッジを採用しております。 

     (３) ヘッジ方針 

          ･ 為替予約等取引 

              外貨建取引の為替変動リスクをヘッジするため、原料購入の実需を超えない範囲内で 

      実施しております。 

          ･ 金利スワップ取引 

              借入金の金利変動リスクをヘッジするため、個別に検討して実施しております。 

     (４) ヘッジの有効性評価の方法 

            ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ･フロー変動と、ヘッジ手段の相場変動または

キャッシュ･フロー変動の比率が高い相関関係にあることを、6ヶ月毎に検証しております。 

 ただし、特例処理によっている金利スワップ取引については、有効性の評価を省略して

おります。 

  

 ６．消費税等の会計処理 

     税抜き方式を採用しております。 

 

 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

  当中間会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員 

 会 平成17年12月9日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計 

 基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成17年12月9日 企業会計基準適用指針第８号）を 

 適用しております。 

  なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は12,163百万円であります。 

  また、中間財務諸表等規則の改正により、当中間会計期間における中間貸借対照表の純資産の 

 部については、改正後の中間財務諸表等規則により作成しております。 

 



―８― 

 

 

注記事項 
 

（中間貸借対照表関係） 
                               （金額単位：百万円未満切捨） 

  当中間会計期間末 前事業年度末 前中間会計期間末 

 １．受取手形割引高   １，１４０   １，６９８   １，７９１ 

 ２．有形固定資産の減価償却累計額  １９，１２１  １８，９３３  １８，５６９ 

 ３．担保に供している資産 

    有形固定資産 

 

  ５，１２７ 

 

  ５，３５８ 

 

  ５，４６６ 

 ４．保証債務   ３，５９０   ３，６１６   ３，８６８ 

 ５．上記の外、他社と連帯した保証に係る他社

負担額 

２２６     ２３７     ２５６ 

 ６．債務保証予約     ２７６      ２９３     ３１０ 

 ７．経営指導念書     １９０     ４７５   １，１２５ 

 ８．自己株式の数  4,015,385 株  4,013,618 株   4,012,357 株 

 ９．破産債権、更生債権その他これらに準ずる 

      債権から控除している貸倒引当金 
 

  ２，３８９ 

 

  ３，４７４ 

 

  １，１５９ 

 10．中間会計期間末日満期手形の会計処理 

    当中間会計期間の末日は金融機関の休日でありましたが、満期日に決済が行われたものとし 

   て処理しております。 

    当中間会計期間末日満期手形の金額は、受取手形２９３百万円、割引手形１１２百万円であ 

   ります。 

 

 

 

（中間損益計算書関係） 
                               （金額単位：百万円未満切捨） 

   当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度 

 減価償却実施額       ３２５     ３６７     ７６０
 

 

 

 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

  当中間会計期間（自 平成18年4月1日  至 平成18年9月30日）        

   自己株式に関する事項                           （単位：株） 

株式の種類 前事業年度末 増 加 減 少 当中間会計期間末 

 普通株式    4,013,618     1,801       34    4,015,385 

 

 

 

（リース取引関係） 

 
 半期報告書についてＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

 
 
 
（有価証券関係） 

 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 
 
 



―９― 

 
 
 
部門別売上高 
                             （金額単位：百万円未満切捨） 

当中間会計期間 

（18.4～18.9） 

前中間会計期間 

（17.4～17.9） 

前事業年度 

（17.4～18.3） 

    会計年度 

 

 科 目 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 

 

 養 鶏 用 飼 料       

 養 牛 用 飼 料       

 養 豚 用 飼 料       

 その他の飼料 

 

  ７，８２９ 

  ７，１８３ 

 １３，０４０ 

  ２，０３９ 

   ％ 

 １８.1 

 １６.5 

 ３０.1 

  ４.7 

 

  ８，０４１ 

  ６，７９１ 

 １２，７１７ 

  ２，０９１ 

   ％ 

 １７.7 

 １５.0 

 ２８.2 

  ４.6 

 

 １６，４３６ 

 １４，０９０ 

 ２６，１８４ 

  ４，０２０ 

   ％ 

 １８.2 

 １５.6 

 ２９.0 

  ４.4 

    計  ３０，０９１  ６９.4  ２９，６４２  ６５.5  ６０，７３２  ６７.2 

 鶏  卵  類       

 食  鳥  類       

 牛 ・ 豚 肉 類       

 そ  の  他       

  ４，０９５ 

    ３１５ 

  ７，９４６ 

    ９２４ 

  ９.4 

  ０.7 

 １８.3 

   ２.2 

  ５，０７２ 

    ３１８ 

  ８，９６８ 

  １，２４７ 

 １１.2 

  ０.7 

 １９.8 

   ２.8 

  ９，４６７ 

    ６９３ 

 １７，２４３ 

  ２，１７６ 

 １０.5 

  ０.8 

 １９.1 

  ２.4 

    計  １３，２８２  ３０.6  １５，６０７  ３４.5  ２９，５８１  ３２.8 

 

 合    計 

 

 ４３，３７４ 

 

１００.0 

 

 ４５，２４９ 

 

１００.0 

 

 ９０，３１４ 

 

１００.0 

 



［訂正後］ 
 
 

平成 19 年 3月期   中間決算短信（連結）平成１８年１１月１０日 

上 場 会 社 名         協同飼料株式会社   上場取引所   東京証券取引所市場第一部 
コ ー ド 番 号         ２０５２   本社所在都道府県   神奈川県 
（ＵＲＬ  http://www.kyodo-shiryo.co.jp） 
代  表  者 役職名  代表取締役社長 氏 名 村井 弘一 
問合せ先責任者 役職名  取締役経理部長 氏  名 大友  彰  ＴＥＬ(045）461-5711 
決算取締役会開催日 平成１８年１１月１０日 
米国会計基準採用の有無 無 
 
１． １８年９月中間期の連結業績（平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年 9 月 30 日）(単位：百万円未満切捨) 
(1) 連結経営成績 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 
18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

52,188  △ 3.6 
54,140   △ 1.4 

927  △31.2 
1,347   21.9 

931  △27.5 
1,284    4.9 

１８年３月期 108,223  2,970  2,579 
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益 

 百万円    ％ 円 銭 円 銭 
18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

113  △23.6 
148  △84.9 

1.14 
1.49 

－ 
－ 

１８年３月期       433 4.35 － 
(注)①持分法投資損益    18年9月中間期  △6百万円 17年9月中間期 △161百万円 18年3月期 △388百万円 
  ②期中平均株式数(連結) 18年9月中間期 99,785,142株 17年9月中間期 99,788,875株 18年3月期 99,787,953株 
  ③会計処理の方法の変更   無 
  ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)連結財政状態 
 総 資 産     純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 
18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

46,614 
47,875 

13,144 
12,374 

28.2 
25.8 

131.66 
124.01 

１８年３月期 46,286 13,225 28.6 132.53 

(注)期末発行済株式数(連結）18 年9 月中間期 99,784,571 株 17 年9 月中間期 99,787,599 株 18 年3 月期 99,786,338 株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円 
18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

2,632 
1,090 

39 
△230 

△2,469 
△1,359 

832 
599 

１８年３月期 1,988 △ 75 △2,382 629 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数 １５社  持分法適用非連結子会社数  ０社  持分法適用関連会社数 １０社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規)   ０社 (除外)  ０社    持分法 (新規)   ０社 (除外)   ０社 
 
２．１９年３月期の連結業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 
通   期 108,000 2,500 800 

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  8 円 02 銭 

（注） 当資料に記載されている内容は種々の前提に基づいたものであり、記載された将来の計画数値、施策の実現 

   を確約したり、保証するものではありません。 業績予想の前提条件その他の関連する事項については、添付 

   書類 5 ページの「通期の見通し」をご覧ください。 



―２― 

 

 企業集団の状況  

 

得        意        先    (加工メーカー･卸売店･小売店等) 

              ﾍﾟｯﾄﾌｰﾄﾞ                                      畜産物及び畜産物加工品           畜産物 

 

  

 

 

 関連会社 

 ※日本ﾍﾟｯﾄﾌｰﾄﾞ(株) 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ﾍﾟｯﾄﾌｰﾄﾞの素飼料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 連結子会社 

   ｺﾞｰﾙﾄﾞｴｯｸﾞ(株) 

   九州ｺﾞｰﾙﾄﾞｴｯｸﾞ(株) 

   (株)横浜ﾐｰﾄ 

   (株)横浜ﾐｰﾄｾﾝﾀｰ 

   三河畜産工業(株) 

   (株)マルス 

 非連結子会社 

   (株)奥三河どり 

 関連会社 

 ※ウスミハム(株) 

 

     

                                                                           畜産物                      

協   同   飼   料  (株) 

配  合  飼  料 畜    産    物 

              配合飼料の製造委託             配合飼料及び家畜等                         

 連結子会社 

   門司飼料(株) 

 関連会社  

 ※苫小牧飼料(株) 

 ※東北飼料(株) 

 ※八代飼料(株) 

 ※志布志飼料(株) 

 

 

 
 連結子会社 

   岩手協同飼料販売(株) 

   鹿島協販(株) 

   東海協販(株) 

   大分協販(株) 

   南九州協販(株) 

   協同ｱｸﾞﾘｻｰﾋﾞｽ(株) 

   (株)ｱﾆﾏﾙﾃｸﾉｻｰﾋﾞｽ 

 非連結子会社 

   鹿児島協販(株) 

 関連会社 

   ※(株)北海道ｻﾝﾌｰｽﾞ 

   道北協同飼料販売(株) 

 ※(株)ｲﾁﾉｳ 

 

 

 

 

 

 

 

  配合飼料 

   及び 
  家畜等 

 

 

 

 

 

 

 

          畜産物 

                                           配合飼料及び家畜等 

得       意       先  (代理店･特約店･畜産生産者) 

 

 

 

 

一                   般 

 連結子会社 

  (株)東白川ﾌｧｰﾑ 

 非連結子会社 

  鹿屋鶏卵(有) 

 関連会社 

  ※(株)美保野ﾎﾟｰｸ 

 ※(有)みちのくﾌｧｰﾑ 

  (有)協同畜産経営ｾﾝﾀｰ 

※は持分法適用会社 

 

添 付 書 類 
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経営方針 

１．経営の基本方針 

当社グループは、家畜栄養学に基づく高性能な配合飼料の製造と、新鮮で安全・安心な畜産食品の提

供を通じて、わが国飼料畜産業界の発展に寄与することを基本方針として経営諸施策を展開し、安定し

た業績をあげ着実な発展を図ることを目指しております。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

当社グループでは、株主の皆さまへは安定的な利益還元を重視しつつ業績に対応した配当を行うこと

を基本とするとともに、長期的な経営基盤の維持・強化を図る方針でおります。 

 

３．目標とする経営指標 

当社グループでは「中期経営計画」を策定し、収益力の向上、有利子負債の減少と営業キャッシュ・

フローの拡大を通じて経営体質の改善強化を目指しております。 

当計画では、連結経常利益 30 億円、連結有利子負債 200 億円以下、連結営業キャッシュ･フロー30 
億円を達成することを目標としております。 

 

４．中長期的な経営戦略並びに対処すべき課題 

（１）飼料事業 

畜産生産者にとっては、輸入畜産物に対し競争力ある国産畜産物を生産することが課題となっており、

その実現のために高性能な品質の配合飼料の提供と技術援助を行うことで、畜産生産者の生産性向上に

寄与することに努めております。 

（２）畜産物事業 

消費者に向けては、国産畜産物の消費拡大に貢献するため、畜産物の安全衛生管理の徹底と品質の確

保に注力し、新鮮でおいしく安全・安心な国産畜産物の提供に努めております。 

（３）中期経営計画 

上記セグメント別の重要課題を達成するため、当社グループでは、次の 6 項目を主な課題とする「中

期経営計画」を策定し、経営体質の改善強化に努めております。 
① 差別化畜産物の生産と販売の強化 

② 付加価値商材の販売拡大 

③ ローコストオペレーションの追求 

④ 人材の育成 

⑤ 安全・安心のモノづくり 

⑥ リスク管理の徹底 

 

５．親会社等に関する事項 

当会社は親会社等を有しません。 
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経営成績及び財政状態 

１．経営成績 

（１）当中間期の概況 

 当中間期におけるわが国経済は、企業設備投資の伸びと個人消費の好転等により、緩やかな景気回

復が継続しておりますものの、原油価格の高騰による物価への影響が懸念されるなど、先行きは不透

明な様相を示しました。 
 畜産飼料業界におきましては、国際飼料穀物相場は、期の前半は主産地米国における作付面積の減

少見込等から堅調に推移し、後半には好天候による豊作が期待され低下しましたが、期末に至りエタ

ノール向けなど需要の増加予想から相場は上昇に転じました。外国為替相場は日米の金利差等により

期初から期末にかけて緩やかながら円安傾向が続きました。また、海上運賃は世界的な船腹需要や燃

料価格の堅調を受け、期を通じて上昇基調を辿っております。 
 こうした原材料価格の動向を受け、本年 1 月に引き上げた配合飼料製品価格を、7 月に小幅ながら値

下げいたしました。 
 また、配合飼料の全国流通量は、前中間期に比べて 1 パーセント程度増加したものと見られます。 
 畜産物について品目別にみますと、鶏卵は、国内生産の増加に伴う需給の緩和から相場は期を通じ

て低調に推移しました。豚肉は、米国からの牛肉輸入再開後も代替需要が引続き好調であることに加

え、国内生産の減少から期の後半まで堅調な相場が続きました。牛肉も、輸入量の減少と需要の回復

により相場は堅調に推移しました。 

 こうした経営環境において当社グループは、新製品の開発、発売に注力するなど、グループ全部門

を挙げて収益力の向上に努めました。 
 その結果、配合飼料の販売数量は前中間期を上回ったものの、売上高は前中間期に比べて 3.6 パー

セント減の521億 8千 8百万円、経常利益は前中間期に比べて 27.5パーセント減の 9億 3千 1百万円、

また、当中間純利益は 1 億 1 千 3 百万円（前中間期比 23.6 パーセント減）に止まりました。 
 セグメント別の経営成績は次のとおりであります。 

① 飼料事業 

 当中間期は、換羽後の鶏の産卵成績に貢献する「ふれっしゅあっぷシリーズ」や最新の栄養情報

に基づく採卵鶏育成用飼料「ゴールデンシリーズ」、乳質改善･繁殖成績に加え蹄の健康にも配慮し

た牛用飼料「マドンナプラス」を新たに発売するとともに、子豚用人工乳「ママ･7 スウィートＲ

／アクトＲ／リフトＲ」を腸管健康理論に基づきリニューアルするなど、付加価値の高い製品の販

売に注力する一方、配合飼料製造部門を中心としたローコストオペレーションの徹底に努めました。 
 その結果、売上高は 312 億 9 千 6 百万円（前中間期比 1.2 パーセント増）と増収となりましたが、

営業利益は原材料価格の上昇によるコスト負担増加により、13 億 7 百万円（前中間期比 26.2 パー

セント減）となりました。 

② 畜産物事業 

 当中間期は、前期に引続き、食肉事業におけるグループ会社間の営業体制の整備を推進し効率の

向上を図りました。 
 その結果、売上高は鶏卵相場の低下等により 208億9千2百万円（前中間期比 10.0 パーセント減）

と減収となりましたが、特色ある畜産物の販売促進と取引条件等の見直しにより、営業利益は 1 億 2
千 1 百万円（前中間期比 76.0 パーセント増）と増益を果たすことができました。 
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（２）通期の見通し 

 配合飼料業界における今後の見通しにつきましては、原材料価格の上昇に伴い本年 10 月から配合飼

料の製品価格を値上げしましたが、外国為替相場の円安傾向及び国際飼料穀物相場が堅調な需要によ

り高値で推移していることから先行きは見極めがたく、更に、米国産牛肉の輸入再開の動きに伴う国

産畜産物の消費動向など予断を許さない状況が続いております。 
 こうした中で当社グループは、飼料事業部門においては新製品の開発と顧客にとり付加価値の高い

配合飼料の拡販に努め、畜産物事業部門においては「なかなかびーふ」「パインポーク」等のおいし

い畜産物の販売に注力するなど積極的な営業施策を展開し、業容の拡大と業績の向上に注力してまい

る所存でございます。 
 
２．財政状態 

（１）当中間期の概況 

 当中間期のキャッシュ・フローは、営業活動により 26 億 3 千 2 百万円の収入、投資活動により 3
千 9 百万円の収入、財務活動により 24億6千9百万円の支出となった結果、現金及び現金同等物中間

期末残高は 8 億 3 千 2 百万円（前中間期比 38.9 パーセント増）となりました。 
 それぞれのキャッシュ・フローの動向は次のとおりであります。 
① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

 当中間期の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益 2 億 6 千 9 百万円、

仕入債務の増加 24 億 8 千 7 百万円等により、売上債権の増加 19 億 3 千 9 百万円等があったものの、

差引 26 億 3 千 2 百万円の収入（前中間期比 141.5 パーセント増）となりました。 
② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

 当中間期の投資活動によるキャッシュ・フローは、長期貸付金の回収 2 億 1 千 2 百万円及び固定

資産の売却収入 1 億 3 千 4 百万円等により、設備投資支出など固定資産の取得 2 億 4 千 7 百万円等

があったものの、差引で 3 千 9 百万円の収入（前中間期は 2 億 3 千万円の支出）となりました。 
③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

 当中間期の財務活動によるキャッシュ・フローは、長短期借入金等の返済 21 億 4 千 7 百万円、

配当金支払 1 億 9 千 9 百万円等により、差引で 24 億 6 千 9 百万円の支出（前中間期比 81.7 パーセ

ント増）となりました。 
（２）通期の見通し 

 営業活動によるキャッシュ･フローは、税金等調整前当期純利益の増加等による収入が増加し、また

投資活動によるキャッシュ･フローは、工場の設備投資が一段落していることから前期に比べ支出が減

少すると見込まれます。これらにより借入金の返済が進み財務体質の一段の強化を図ることができる

見込みであります。 
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（３）キャッシュ・フローに関する指標トレンド 

 平成 16 年 3月期 平成 17 年 3月期 平成 18 年 3月期 平成 18 年 9月期 

自己資本比率（％）  23.9  26.0  28.6  28.2 
時価ベースの自己資本比率（％）  29.1  39.3  47.6  39.4 
債務償還年数（年）   5.9  17.3  10.2   3.4 
インタレスト・カバレッジ・レシオ  10.7   3.8   6.6  16.8 

  （注） 自己資本比率：自己資本／総資産 
      時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
      債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー  
      インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
   ＊各指標は、いずれも連結ベースの数値により計算している。 

＊株式時価総額は、中間（期末）株価終値×中間（期末）発行済株式数（自己株式控除後）により算出している。 
＊営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを利用して

いる。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象とし

ている。 
   ＊利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用している。 
   ＊債務償還年数の中間期での計算は、営業キャッシュ・フローを年額に換算するため 2 倍している。 

 

３．事業等のリスク 

   当社及び当社グループの経営成績及び財務状態等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を

及ぼす可能性があると考えられる主な事項を記載しております。 

   なお、文中における将来に関する事項は、中間決算短信提出日現在において当社グループが判断した

ものであります。 

（１）経営環境等の外部要因に関するリスク 

  ① 社会情勢の影響によるリスク 
食品の安全性に対し消費者を中心として社会的な関心が非常に高まってきており、大規模な家畜伝染

病の発生に伴い該当する畜産物の消費が落ち込み、あるいは相場が低下することにより、当社グループ

の配合飼料の顧客である畜産生産者の経営環境が悪化し、ひいては当社グループにおける配合飼料販売

の停滞または売上債権の回収困難を来たす可能性があります。 
また、こうした安全性志向により新たな立法や法改正が行われ、当社グループにとって生産コストア

ップや収益性の低下等に繋がる可能性があります。 
  ② 畜産物相場変動のリスク 

畜産物相場は基本的に需給関係を反映して変動し、生産コストと直接的には関係なく騰落します。 
従って、畜産生産者にとっては生産コストを下回る収入となることもありえますので、その際には、

当社グループによる売上債権の回収困難を来たす可能性があります。 
  ③ 原料相場変動のリスク 

配合飼料の原料には、とうもろこし、マイロ（こうりゃん）、大豆粕など、直接間接に輸入される品

目が多く使用されています。また、これらの購入価格は米国のシカゴ穀物相場を基準としており、主産

地である米国の気象条件そのほかの要因により日々変動します。加えて、産地から日本までの輸送コス

トも、船運賃ほかの要因により変動します。更に、外国為替相場の変動により円ベースでの原料価格は

変動します。 
従って、これらの要因により配合飼料の原料コストが刻々と変動する一方、配合飼料製品の販売価格

は３ヶ月ごとの見直しが慣例となっているので、これに対応すべく、穀物相場、船運賃及び為替相場の

先物予約等を実施していますが、急激かつ予想しがたい相場変動が発生した場合には企業収益に大きな



―７― 

影響を蒙る可能性があります。 
  ④ 配合飼料業界が直面する課題に伴うリスク 

配合飼料業界特有の制度として配合飼料価格安定基金制度があり、配合飼料製造業者と畜産生産者が

基金を積み立てておき、配合飼料製品の値上げが行われた際に畜産生産者へ補填を行って値上げによる

畜産経営への負担を軽減し、我が国畜産生産の安定に資することを目的としております。この制度によ

る補填が多額となり基金が枯渇する場合は、配合飼料メーカーによる基金の積増又は金融機関からの借

入に対する保証を行うことがあり、その場合は利益の減少又は保証債務の増加を招く可能性があります。 

 （２）経営資源等の内部要因に関するリスク 
  ① グループ会社の有する重要事項等によるリスク 

ア．当社グループを構成する各社の運営状況には常に注意を払っており、いずれもグループ会社とし

ての役割を果たしていますが、経営環境の悪化等により業績改善の見通しが立たない際には整理統

合することがあり、その場合には関係会社整理損失が発生する可能性があります。 
イ．当社グループには農場運営会社が含まれており、家畜の飼養に際し生じる糞尿については、浄化

施設を設置して法令等が認める範囲に浄化処理しておりますが、予測しがたい事故、施設故障等が

発生し必要な浄化が困難となることがあり、その場合には、当社が施設整備資金の貸付などの支援

を行う必要が生じる可能性があります。 
ウ．当社グループには畜産物の処理加工会社が含まれており、食肉・鶏卵等の畜産物、加工食品の仕

入、処理加工並びに販売業務を行っております。これらの業務遂行に際しては、商品の品質並びに

事業場の安全衛生を維持するために必要な設備を設置し従業員の教育訓練を実施しておりますが、

不測の要因により、商品の内容等に問題が生じる可能性があります。 
  ② 偶発債務の存在によるリスク 

当社グループは平成 18 年 9 月末現在で保証債務 29 億 9 千万円ほかの偶発債務があります。これらは

取引先の金融機関等からの債務に対し行っているものですが、被保証先企業自身による返済が不能とな

った場合には、当社グループが代位弁済を行う必要が生じる可能性があります。 
  ③ 飼料製造工場におけるリスク 

ア．当社グループの飼料事業部門には飼料製造工場が含まれております。各工場とも必要とされる防

災施設を設置しているほか、自衛消防隊を組織し防火訓練を実施するなど、工場災害の未然防止に

万全を期していますが、想定外の原因により、粉塵爆発等の事故が発生することがあり、その規模

によっては復旧までの間製造が行えなくなる可能性があります。 
イ．持分法適用関連会社日本ペットフード㈱静岡工場が立地している静岡県袋井市は、東海地震に係

る地震防災対策強化地域に含まれております。 
ウ．飼料製造工場では様々な種類の原料を使用し、多種類の飼料製品を製造しております。これら原

料・製品の品質は、工場の品質管理室が中心となり「飼料安全法（飼料の安全性の確保及び品質の

改善に関する法律）」その他の法令及び社内規程に則って厳しく管理されておりますが、不測の要

因により製品の内容等に問題が生じ、回収費用等のコスト発生など損害をこうむる可能性がありま

す。 
  ④ コンピューター・システムダウンによるリスク 

当社では社内ＬＡＮを設置し、会計ほか多くの業務をコンピューターにより処理しております。その

基幹施設は本社（神奈川県横浜市）に設置され、専任部署によって維持管理が行われております。不慮

の災害に備え、データの専門施設での保管、バックアップ用施設の設置などの対策を講じておりますが、

災害の規模によってはシステムダウンの状態が継続し業務が停滞する可能性があります。 
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  ⑤ 有価証券等の価格下落によるリスク 
ア．当社グループは様々な企業の有価証券を保有しておりますが、株式市場の相場下落などにより、

これら有価証券の価格が低下し、評価損失が発生する可能性があります。 
イ．当社グループは土地・建物等の固定資産を保有しておりますが、市場価値の下落等により評価損

失を計上する可能性があります。 

 （３）事業上のリスクへの対応方針 
  ① リスク管理の基本的な考え方 

当社及び当社グループは、様々なリスクにさらされていることを認識しており、これらリスクの顕在

化と事業活動への影響を最小限にするため、法令や基準、規格などのルールを遵守する中で、日常の企

業活動において各部門がリスク管理を行うとともに、戦略会議等において全社的なリスク情報の共有化

を図り、リスク管理の万全を期しております。 
  ② リスク管理の状況 

ア、社長直結組織として設置された内部監査室が、当社及び当社グループにおける内部監査において

リスク管理の状況を含めて監査、指導に当たっております。 
イ、取扱う製品・商品の安全性等品質上のリスク発生を防止するため、品質保証部を中心とした品質

管理体制を組織しております。 
ウ、不測の事態（クライシス）が発生した際に、事実関係を早期かつ適切に把握し、対応方針を決定

するためクライシス対応マニュアルに基づき危機管理に当たることとし、対処組織として、社長を

委員長とする危機管理委員会が設置されております。 
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 中間連結貸借対照表  
 
                             （金額単位：百万円未満切捨） 

 

 科     目
 

当中間連結 

会計期間末 

（18.9.30） 

前連結 

会計年度末 

(18.3.31) 

増  減
 

前中間連結 

会計期間末 

（17.9.30） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 資産の部 ） 

Ⅰ 流 動 資 産 

   現 金 及 び 預 金 

   受取手形及び売掛金 

   た な 卸 資 産 

   繰 延 税 金 資 産 

   短 期 貸 付 金 

   そ   の   他 

   貸 倒 引 当 金 

 

Ⅱ 固 定 資 産 

  有 形 固 定 資 産 

   建 物 及 び 構 築 物 

   機械装置及び運搬具 

   土       地 

   建 設 仮 勘 定 

   そ   の   他 

  無 形 固 定 資 産 

  投資その他の資産 

   投 資 有 価 証 券 

   長 期 貸 付 金 

   長 期 未 収 入 金 

   破 産 債 権､更 生 債 権 
   その他これらに準ずる債権 

   繰 延 税 金 資 産 

   そ   の   他 

   貸 倒 引 当 金 

 

 ２２，０９１ 

    ８３５ 

 １７，０４１ 

  ２，７７４ 

     ９６ 

    ３３１ 

  １，０９３ 

 △   ８０ 

 

 ２４，５２２ 

  ８，６０３ 

  ２，３１５ 

  ３，０５５ 

  ２，９６０ 

    １１５ 

    １５７ 

    ３９１ 

 １５，５２７ 

  ７，４０２ 

  ５，１８１ 

  ６，５５６ 

  １，１４２ 

  ２，１３７ 

    ７６７ 

 △７，６５９ 

 

 

 ２０，６８４ 

    ６３２ 

 １５，２４０ 

  ２，９９３ 

    １４２ 

    ３３４ 

  １，３７２ 

 △   ３１ 

 

 ２５，６０１ 

  ８，８０１ 

  ２，２９１ 

  ３，２６３ 

  ３，０４０ 

     ５３ 

    １５２ 

    ４０３ 

 １６，３９６ 

  ７，４７０ 

  ５，２９３ 

  ６，６７３ 

    ９３９ 

  ２，０９６ 

    ８２４ 

 △６，９０１ 

 

 

  １，４０７ 

    ２０２ 

  １，８００ 

 △  ２１９ 

 △   ４５ 

 △    ２ 

 △  ２７９ 

 △   ４９ 

 

 △１，０７９ 

 △  １９８ 

     ２３ 

 △  ２０７ 

 △   ８０ 

     ６１ 

      ５ 

 △   １２ 

 △  ８６８ 

 △   ６８ 

 △  １１２ 

 △  １１７ 

    ２０３ 

     ４１ 

 △   ５７ 

 △  ７５７ 

 

 ２１，４２５ 

    ６０２ 

 １６，４７３ 

  ２，８１０ 

    ２６４ 

    ３７７ 

    ９３５ 

 △   ３９ 

 

 ２６，４４９ 

  ９，０４３ 

  ２，３４３ 

  ３，３９０ 

  ３，１４７ 

      ２ 

    １６０ 

    ４０８ 

 １６，９９８ 

  ６，４６０ 

  ５，４６６ 

  ６，０４９ 

  １，３７６ 

  ３，０５２ 

    ８６３ 

 △６，２７０ 

 

 

 

 

 資  産  合  計 

 

 ４６，６１４ 

 

 ４６，２８６ 

 

    ３２８ 

 

 ４７，８７５ 

 



―１０― 

 

                              （金額単位：百万円未満切捨） 

科     目
 

当中間連結 

会計期間末 

（18.9.30） 

前連結 

会計年度末 

(18.3.31) 

増  減
 

前中間連結 

会計期間末 

（17.9.30） 

（ 負債の部 ） 

Ⅰ 流 動 負 債 

   支払手形及び買掛金 

   短 期 借 入 金 

   未 払 法 人 税 等 

   繰 延 税 金 負 債 

   賞 与 引 当 金 

   未 払 費 用 

   そ   の   他 

 

Ⅱ 固 定 負 債 

   長 期 借 入 金 

   繰 延 税 金 負 債 

   退 職 給 付 引 当 金 

   そ   の   他 

  負  債  合  計 

 

 

 ２４，６０９ 

 １１，３４４ 

  ９，６１１ 

    １６９ 

      ３ 

    ３５８ 

  １，３００ 

  １，８２１ 

 

  ８，８５９ 

  ７，４２２ 

     ２１ 

  １，３９６ 

     ２０ 

 ３３，４６９ 

 

 

 ２３，７０９ 

  ８，９５６ 

 １１，２３４ 

    １００ 

      ２ 

    ３５９ 

  １，２０６ 

  １，８５０ 

 

  ９，３４５ 

  ７，９４７ 

     ２１ 

  １，３５７ 

     ２０ 

 ３３，０５５ 

 

 

    ９００ 

  ２，３８８ 

 △１，６２２ 

     ６９ 

      ０ 

 △    １ 

     ９３ 

 △   ２８ 

 

 △  ４８５ 

 △  ５２５ 

      ０ 

     ３９ 

      ０ 

    ４１４ 

 

 

 ２５，５２７ 

  ９，２７３ 

 １１，４８３ 

    ８０８ 

      ２ 

    ３７６ 

  １，０８６ 

  ２，４９５ 

 

  ９，９７０ 

  ８，５３０ 

     ４７ 

  １，３７１ 

     ２０ 

 ３５，４９８ 

 

（ 純資産の部 ） 

Ⅰ 株 主 資 本           

   資 本 金          

   資 本 剰 余 金          

   利 益 剰 余 金          

   自 己 株 式          

Ⅱ 評 価 ・ 換 算 差 額 等           

   その他有価証券評価差額金 

   繰 延 ヘ ッ ジ 損 益          

Ⅲ 少数株主持分 

  純 資 産 合 計           

 

 

 １０，９９７ 

  ５，１９９ 

  ４，９４７ 

  １，２６８ 

 △  ４１８ 

  ２，１４０ 

  ２，０９９ 

     ４０ 

      ６ 

 １３，１４４ 

 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

負債及び純資産合計  ４６，６１４       －       －       － 

 （ 少数株主持分 ） 

 少 数 株 主  持  分 

 

      － 

 

      ５ 

 

      － 

 

      ３ 

 （ 資 本 の 部 ） 

Ⅰ 資    本    金 

Ⅱ 資  本  剰  余  金 

Ⅲ 利  益  剰  余  金 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 

Ⅴ 自 己 株 式 

  資  本  合  計 

 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

 

  ５，１９９ 

  ４，９４７ 

  １，３５５ 

   ２,１４０ 

 △  ４１８ 

 １３，２２５ 

 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

 

  ５，１９９ 

  ４，９４７ 

  １，０７０ 

  １，５７５ 

 △  ４１８ 

 １２，３７４ 

 負債､少数株主持分 

 及び資本合計 

 

      － 

 

 ４６，２８６ 

 

      － 

 

 ４７，８７５ 
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 中間連結損益計算書  

 

 
                           （金額単位：百万円未満切捨） 

科     目 

当中間 

連結会計期間 

（18.4～18.9） 

前中間 

連結会計期間 

（17.4～17.9） 

増  減 前連結会計年度
 

（17.4～18.3） 

 

 Ⅰ 売    上    高 

 Ⅱ 売 上 原 価   

   売 上 総 利 益 

   

 Ⅲ 販売費及び一般管理費   

   営 業 利 益   

 

  ５２，１８８ 

  ４６，６００   

   ５，５８７ 

  

   ４，６６０  

     ９２７  

 

  ５４，１４０ 

  ４８，０９５   

   ６，０４５ 

  

   ４，６９７   

   １，３４７  

 

 △１，９５２ 

 △１，４９４    

 △  ４５８ 

 

 △   ３７   

 △  ４２０  

 

  １０８，２２３ 

   ９６，１２５   

   １２，０９８ 

 

    ９，１２７   

    ２，９７０ 

 

 Ⅳ 営 業 外 収 益 

   受取利息及び配当金 

   そ の 他          

 

 Ⅴ 営 業 外 費 用 

   支 払 利 息 

   持分法による投資損失 

   そ の 他          

                           

   経 常 利 益 

 

 Ⅵ 特  別  利  益           

   固 定 資 産 処 分 益          

 

 Ⅶ 特 別 損 失 

   固 定 資 産 処 分 損 

   貸倒引当金繰入額 

   役 員 退 職 慰 労 金 

   減  損  損  失          

   投資有価証券等評価損 

                            

 

  税金等調整前中間(当期)純利益 

 

  法人税、住民税及び事業税 

  法人税等調整額 (減算) 

  少数株主利益        (減算) 

  中 間 (当 期 )純 利 益  

 

     ３０７ 

      ８７ 

     ２１９ 

 

     ３０２ 

     １６２ 

       ６ 

     １３４  

                    

     ９３１ 

 

      １８ 

      １８ 

 

     ６８０ 

      １４ 

     ５３１ 

     １３５ 

       － 

       － 

                     

 

     ２６９ 

 

     １５１ 

       ３ 

       １   

     １１３ 

 

     ３７２ 

      ８２ 

     ２８９ 

 

     ４３５ 

     １５５ 

     １６１ 

     １１８  

                    

   １，２８４ 

 

       － 

       － 

 

     ９３６ 

       － 

     １５７ 

       － 

     ７７９ 

       － 

                     

 

     ３４７ 

 

     ７７６ 

 △   ５７５ 

 △     ０    

     １４８ 

 

 △   ６５ 

      ４ 

 △   ６９ 

 

 △  １３２ 

      ６ 

 △  １５５ 

     １６ 

                   

 △  ３５３ 

 

     １８ 

     １８ 

 

 △  ２５６ 

     １４ 

    ３７４ 

    １３５ 

 △  ７７９ 

      －  

                   

 

 △   ７８ 

 

 △  ６２４ 

    ５７９ 

      １   

 △   ３５ 

 

      ５５７ 

      １２６ 

      ４３０ 

              

      ９４８ 

      ３０８ 

      ３８８ 

      ２５１ 

                      

    ２，５７９ 

 

      ２６２ 

      ２６２ 

 

    １，９５１ 

        － 

    １，０９５ 

        － 

      ７７９ 

       ７５ 

                     

 

      ８９１ 

 

      ３７４ 

       ８１ 

        １ 

      ４３３ 
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 中間連結剰余金計算書  

 
                           （金額単位：百万円未満切捨） 

科    目 
前中間連結会計期間 

(17.4～17.9) 

前連結会計年度 

(17.4～18.3) 

 (資本剰余金の部) 

 Ⅰ 資 本 剰 余 金 期 首 残 高  

 Ⅱ 資 本 剰 余 金 増 加 高  

    自 己 株 式 処 分 差 益  

 Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末)残高 

  

      ４，９４７ 

          ０ 

          ０ 

      ４，９４７ 

 

      ４，９４７ 

          ０ 

          ０ 

      ４，９４７ 

 

 (利益剰余金の部) 

 Ⅰ 利 益 剰 余 金 期 首 残 高  

 Ⅱ 利 益 剰 余 金 増 加 高  

   中 間 (当期) 純利益 

 Ⅲ 利 益 剰 余 金 減 少 高  

   配   当   金  

 Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高 

 

 

      １，１２１ 

        １４８ 

        １４８ 

        １９９ 

        １９９ 

      １，０７０ 

 

 

      １，１２１ 

        ４３３ 

        ４３３ 

        １９９ 

        １９９ 

      １，３５５ 
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 中間連結株主資本等変動計算書  

 

当中間連結会計期間（自 平成 18 年 4月 1日  至 平成 18 年 9月 30 日）   （金額単位：百万円未満切捨） 
株主資本 評価・換算差額等  

資本金 資本 

剰余金 

利益 

剰余金 

自己株式 株主資本

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ﾍｯｼﾞ

損益 

評価・換算

差額等 

合計 

少数

株主

持分 

純資産合計 

 平成 18 年 3月 31 日残高  5,199  4,947   1,355  △ 418   11,084      2,140    2,140    5    13,230 

 当中間連結会計期間中の変動額           

  剰余金の配当           △ 199   △  199      △   199 

  中 間 純 利 益              113        113           113 

  自己株式の取得     △   0  △    0      △     0 

  自己株式の処分       0        0        0             0 

  株主資本以外の項目の            
  当中間連結会計期間中の変動額       △     40     40  △   0    1         0 

 当中間連結会計期間中の 

 変 動 額 合 計              －      0  △  86  △   0  △   87  △     40     40  △   0    1  △    86 

 平成18年9月30日残高  5,199  4,947   1,268  △ 418   10,997      2,099     40   2,140    6    13,144 
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  中間連結キャッシュ･フロー計算書  
                                                        (金額単位：百万円未満切捨) 

当中間連結会計期間 

(18.4～18.9) 
前中間連結会計期間 

(17.4～17.9) 
前連結会計年度 
(17.4～18.3) 

 
 

科    目 
金    額 金    額 金    額 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ･フロー    

税金等調整前中間(当期)純利益                       ２６９      ３４７      ８９１ 
減 価 償 却 費                       ４１２      ４５１      ９３３ 
減 損 損 失                         －      ７７９      ７７９ 
貸 倒 引 当 金 の 増加額（△は減少額）      ８０６      １６３      ７８７ 
賞 与 引 当 金 の 増加額（△は減少額）  △     １  △     ０  △    １６ 
退職給付引当金の増加額（△は減少額）        ６  △    ３０  △    ５７ 
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金                   △    ８７  △    ８２  △   １２６ 
支 払 利 息                       １６２      １５５      ３０８ 
為 替 差 損            （△は差益）  △    ９８  △   １７４  △   ２１９ 
持 分 法 投 資 損 失            （△は利益）        ６      １６１      ３８８ 
投 資 有 価 証 券 売 却 益                         －  △     ０  △     ２ 
投 資 有 価 証 券 等 評 価 損                         －        ０       ７５ 
有 形 ・ 無 形 固 定 資 産 除 却 損                        １４        ２        ３ 
有 形 ・ 無 形 固 定 資 産 売 却 益                   △    １８        －  △   ２６２ 
売 上 債 権 の 減 少 額（△は増加額）   △ １，９３９  △   １７５      ４９９ 
たな卸資産の減少額（△は増加額）       ２１９  △   ３１１  △   ４９４ 
仕 入 債 務 の 増 加 額（△は減少額）     ２，４８７      ４９８      ２２５ 
その他資産の減少額（△は増加額）       ２２５      １７４  △   ６８２ 
その他負債の増加額（△は減少額）       １１３  △   １１７  △    ７１ 
未払消費税等の増加額（△は減少額）        ２９  △    ３４  △    ２０ 
そ の 他                   △     ０          １          ２   

  小                           計    ２，６０８    １，８１０    ２，９４１ 
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額                        ９４       ８７      １４２ 
利 息 の 支 払 額                   △   １５６  △   １５７  △   ３０３ 
法 人 税 等 の 支 払 額                                  ８６    △   ６４９    △   ７９１   

  営業活動によるキャッシュ・フロー    ２，６３２    １，０９０    １，９８８ 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー    

短期貸付金の純減少額（△は純増加額）  △    ３２       １２       １８ 
有形・無形固定資産の取得による支出  △   ２４７  △   ４３６  △   ８２９ 
有形・無形固定資産の売却による収入      １３４        ９      ４０５ 
投資有価証券の取得による支出                   △     ３  △     ３  △   １０５ 
投資有価証券の売却による収入                        ４０       １０       ２８ 
長 期 貸 付 金 に よ る 支 出                   △    ６５  △    ３２  △    ４７ 
長 期 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入                       ２１２        １９６      ４２１ 
そ の 他                   △     ０        １２       ３２ 

  投資活動によるキャッシュ・フロー       ３９  △   ２３０  △    ７５ 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増加額（△は純減少額）  △ １，０２１  △   ９２４  △ ３，０８７ 
長 期 借 入 金 の 借 入 に よ る 収 入                     １，８００    １，９００    ５，１２０ 
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出                   △ ２，９２６  △ ２，００９  △ ３，９００ 
預り担保金の純増加額（△は純減少額）  △   １２２  △   １２６  △   ３１５ 
配 当 金 の 支 払 額                   △   １９９     △   １９９     △   １９９   
そ の 他                   △     ０  △     ０  △     ０ 

  財務活動によるキャッシュ・フロー  △ ２，４６９  △ １，３５９  △ ２，３８２ 

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額                   －          －          －   

Ⅴ．現金及び現金同等物の増加額（△は減少額）     ２０２  △   ４９９  △   ４６９ 

Ⅵ．現金及び現金同等物期首残高      ６２９    １，０９８    １，０９８ 

Ⅶ．新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額            －          －          －    

Ⅷ．現金及び現金同等物中間期末(期末)残高      ８３２      ５９９      ６２９ 
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 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  
 

１．連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社 

ゴールドエッグ㈱、鹿島協販㈱、㈱横浜ミートセンター、三河畜産工業㈱、門司飼料㈱ほか１０社｡ 

 (2) 非連結子会社 

    鹿児島協販㈱ほか 

 (3) 非連結子会社について、連結の範囲から除いた理由 

        非連結子会社は、いずれも小規模であり、総資産、売上高、中間純損益（持分に見合う額）及び 

      利益剰余金（持分に見合う額）等からみて中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためで 

   あります。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法適用会社 

    関 連 会 社…日本ペットフード㈱、ウスミハム㈱、東北飼料㈱、㈱美保野ポークほか６社。 

 (2) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社 

    非連結子会社…鹿児島協販㈱ほか 

    関 連 会 社…道北協同飼料販売㈱ほか 

 (3) 非連結子会社及び関連会社について、持分法の適用範囲から除いた理由 

    非連結子会社及び関連会社は中間純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等に 

      及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないためであります。 

 (4) 持分法適用会社のうち、中間決算日が中間連結決算日と異なる会社については、当該会社の中間会計 

    期間に係る中間財務諸表を使用しております。 

 

３．連結子会社の中間決算日に関する事項 

   連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と一致しております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有 価 証 券 

     その他有価証券 

      時価のあるもの… 中間決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入 

              法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）によっております。 

      時価のないもの… 移動平均法による原価法によっております。 

  ② た な 卸 資 産…主として移動平均法による原価法によっております。 

 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産…主として定率法によっております。 

            ただし、平成 10 年 4月 1日以降取得した建物(建物附属設備を除く)は、定額法 

           によっております。 

  ② 無形固定資産…定額法によっております。 

            なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５ 

           年）に基づく定額法によっております。 

 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸 倒 引 当 金… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、 

                        貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込 

                        額を計上しております。 

  ② 賞 与 引 当 金… 従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 
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  ③ 退職給付引当金… 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び 

                       年金資産の見込み額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認 

                       められる額を計上しております。 

                         なお、会計基準変更時差異（1,369 百万円）については、15 年による按分額を 

                       費用処理しております。 

                         数理計算上の差異は、発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により 

                       翌連結会計年度から費用処理することとしております。 

 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について 

   は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

  (5) 重要なヘッジ会計の方法 

      ①ヘッジ会計の方法 

          原則として繰延ヘッジ処理によっております。また、為替予約等が付されている外貨建金銭債権 

        債務等については、振当処理を行っております｡金利スワップ取引において特例処理の要件を満た 

        している場合には、特例処理を採用しております。 

      ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

          外貨建取引の為替変動リスクに対して為替予約等取引を、変動金利の借入金の金利変動リスクに 

        対して金利スワップ取引をヘッジ手段として用いております。 

          なお、為替予約等取引は包括ヘッジを採用しております｡ 

      ③ヘッジ方針 

       ・為替予約等取引 

             外貨建取引の為替変動リスクをヘッジするため、原料購入の実需を超えない範囲内で実施し 

           ております。 

       ・金利スワップ取引 

             借入金の金利変動リスクをヘッジするため、個別に検討して実施しております。 

      ④ヘッジの有効性評価の方法 

          ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動と、ヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ･ 

        フロー変動の比率が高い相関関係にあることを、6ヶ月毎に検証しております。 

          ただし、特例処理によっている金利スワップ取引については、有効性の評価を省略しております。 

 

  (6) 消費税等の会計処理 

    税抜き方式を採用しております。 

 

５．中間連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲 

   手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能 

  であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資を資金の範囲としておりま 

  す。 

 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

 
（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

  当中間連結会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員 

 会 平成17年12月9日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

 等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成17年12月9日 企業会計基準適用指針第８号）を適用して 

 おります。 

  なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は13,097百万円であります。 

  また、中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の純資 

 産の部については、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しております。 
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 注 記 事 項  

（中間連結貸借対照表関係） 
                                                            (金額単位：百万円未満切捨) 

 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 前中間連結会計期間末 

１．受取手形割引高          １，１４０     １，６９８     １，７９１ 

２．有形固定資産の減価償却累計額      ２１，１８４    ２０，９３８    ２０，７０６ 

３．担保に供している資産 

   有形固定資産  

 

    ５，５５５ 

 

    ５，７８６ 

 

    ５，８９３ 

４．保証債務      ２，９９０     ３，０１６     ３，２６８ 

５．上記の外、他社と連帯した保証に係る他社 

負担額 

      ２２６       ２３７       ２５６ 

６．債務保証予約        ２７６       ２９３       ３１０ 

７．経営指導念書          １９０       １２５       １２５ 

８．自己株式の数     4,211,065 株    4,209,298 株     4,208,037 株 

９. 破産債権、更生債権その他これらに準ずる 

     債権から控除している貸倒引当金 
    ２，３８９     ３，４７４     １，１５９ 

10．中間連結会計期間末日満期手形の会計処理 

   当中間連結会計期間の末日は金融機関の休日でありましたが、満期日に決済が行われたものとして 

  処理しております。 

   当中間連結会計期間末日満期手形の金額は、受取手形２９３百万円、割引手形１１２百万円であり 

  ます。 

 

 

（中間連結損益計算書関係） 
                                 （金額単位：百万円未満切捨） 

   当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

 減価償却実施額       ４１２     ４５１     ９３３
 

 

 

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

 当中間連結会計期間（自 平成 18 年 4月 1日  至 平成 18 年 9月 30 日）        
  １．発行済株式に関する事項                          （単位：株） 

株式の種類 前連結会計年度末 増 加 減 少 当中間連結会計期間末 

 普通株式   103,995,636       －       －   103,995,636 

 

  ２．自己株式に関する事項                           （単位：株） 
株式の種類 前連結会計年度末 増 加 減 少 当中間連結会計期間末 

 普通株式    4,209,298     1,801       34    4,211,065 

 

  ３．配当金に関する事項                              

決 議 株式の種類 配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

 平成 18 年 6月 29 日 
 定時株主総会 

 普通株式     199     2 平成18年3月31日 平成18年6月29日 

 

 

(リース取引関係)  
 

 半期報告書についてＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
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(セグメント情報)  

 

 １．事業の種類別セグメント情報 

    当中間連結会計期間（自 平成１８年４月１日  至 平成１８年９月３０日）       （金額単位：百万円未満切捨） 

 
飼  料 

事  業 

畜 産 物 

事   業 

 

計 
消去 又は 

全     社 

 

連    結 

 売 上 高 及び 営 業 損 益 

   売  上  高 

   (1)外部顧客に対する売上高 

 

 

 ３１，２９６ 

 

 

 ２０，８９２ 

 

 

 ５２，１８８ 

 

 

     － 

 

 

 ５２，１８８ 

   (2)セグメント間の内部売上高 

     又は振替高 

 

     ４９ 

 

      － 

 

     ４９ 

 

 (   ４９) 

 

      － 

       計  ３１，３４６  ２０，８９２  ５２，２３８  (   ４９)  ５２，１８８ 

   営 業 費 用   ３０，０３８  ２０，７７０  ５０，８０９     ４５１  ５１，２６１ 

   営 業 利 益   １，３０７     １２１   １，４２８  (  ５０１)     ９２７ 

    前中間連結会計期間（自 平成１７年４月１日  至 平成１７年９月３０日）       （金額単位：百万円未満切捨） 

 
飼  料 

事  業 

畜 産 物 

事   業 

 

計 
消去 又は 

全     社 

 

連    結 

 売 上 高 及び 営 業 損 益 

   売  上  高 

     (1)外部顧客に対する売上高 

 

 

 ３０，９３２ 

 

 

 ２３，２０８ 

 

 

 ５４，１４０ 

 

 

     － 

 

 

 ５４，１４０ 

     (2)セグメント間の内部売上高 

       又は振替高 

 

     ７９ 

 

      － 

 

     ７９ 

 

 (   ７９) 

 

      － 

       計  ３１，０１１  ２３，２０８  ５４，２２０  (   ７９)  ５４，１４０ 

   営 業 費 用   ２９，２３９  ２３，１３９  ５２，３７９     ４１３  ５２，７９２ 

   営 業 利 益   １，７７２      ６８   １，８４０  (  ４９２)   １，３４７ 

    前連結会計年度（自 平成１７年４月１日  至 平成１８年３月３１日）       （金額単位：百万円未満切捨） 

 
飼  料 

事  業 

畜 産 物 

事   業 

 

計 
消去 又は 

全     社 

 

連    結 

 売 上 高 及び 営 業 損 益 

   売  上  高 

     (1)外部顧客に対する売上高 

 

 

 ６３，３２３ 

 

 

 ４４，８９９ 

 

 

１０８，２２３ 

 

 

     － 

 

 

１０８，２２３ 

     (2)セグメント間の内部売上高 

       又は振替高 

 

    １０７ 

 

      － 

 

    １０７ 

 

 (  １０７) 

 

      － 

       計  ６３，４３１  ４４，８９９ １０８，３３１  (  １０７) １０８，２２３ 

   営 業 費 用   ５９，７４６  ４４，６３５ １０４，３８２     ８７０ １０５，２５２ 

   営 業 利 益   ３，６８４     ２６３   ３，９４８  (  ９７７)   ２，９７０ 
 

   （注） 1．事業区分は、製品・商品の種類及び性質を考慮した売上集計区分によっております。 
     2．各事業の主要な製品・商品は下記のとおりであります。 
        飼 料 事 業…鶏用・牛用・豚用・魚用飼料及びその他飼料等 
        畜産物事業…鶏卵・鶏肉・牛肉・豚肉・畜肉加工品及び加工卵等 
     3．営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、連結財務諸表 
      提出会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 
        当中間連結会計期間 ５０７百万円 
        前中間連結会計期間 ４９０百万円 
        前 連 結 会 計 年 度 ９７５百万円 

 
 ２．所在地別セグメント情報 
    本邦以外の国又は地域に所在する在外支店及び連結子会社がないため該当事項はありません。 
 
 ３．海外売上高 
    海外売上高が連結売上高の１０％未満であるため、記載を省略しております。 
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(有価証券関係)  
 
当中間連結会計期間末（平成１８年９月３０日現在） 
１．時価のある有価証券                  （金額単位：百万円未満切捨） 

  種     類 取 得 原 価 
中間連結貸借対照表 

計      上      額 差      額 

  その他有価証券 

   株     式 

 

   ２，０５９ 

 

   ５，５３６ 

 

   ３，４７７ 

   合      計
 

   ２，０５９    ５，５３６    ３，４７７ 

２．時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

      その他有価証券 

        非上場株式（店頭売買株式を除く）  １９５百万円 
 
 
前中間連結会計期間末（平成１７年９月３０日現在） 
 
１．時価のある有価証券                 （金額単位：百万円未満切捨） 

  種     類 取 得 原 価 
中間連結貸借対照表 

計      上      額 差      額 

  その他有価証券 

   株     式 

 

   １，９７９ 

 

   ４，５６４ 

 

   ２，５８５ 

   合      計
 

   １，９７９    ４，５６４    ２，５８５ 

２．時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

      その他有価証券 

        非上場株式（店頭売買株式を除く）  ２５８百万円 

 

 
前連結会計年度末（平成１８年３月３１日現在） 
 
１．時価のある有価証券                           （金額単位：百万円未満切捨） 

  種     類 取 得 原 価 
連結貸借対照表 

計   上    額 差      額 

  その他有価証券 

   株     式 

 

   ２，０５５ 

 

   ５，５９８ 

 

   ３，５４２ 

   合      計
 

   ２，０５５    ５，５９８    ３，５４２ 

２．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

      その他有価証券 

        非上場株式（店頭売買株式を除く）  １８４百万円 

 

 

 

(デリバティブ取引関係)  
 

半期報告書についてＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

 



［訂正後］ 
 
 
 

平成 19 年 3 月期  個別中間財務諸表の概要  平成１８年１１月１０日 

上 場 会 社 名         協同飼料株式会社   上場取引所  東京証券取引所市場第一部 
コ ー ド 番 号         ２０５２   本社所在都道府県  神奈川県 
（ＵＲＬ  http://www.kyodo-shiryo.co.jp） 
代  表  者 役職名  代表取締役社長  氏 名  村井 弘一 
問合せ先責任者 役職名  取締役経理部長  氏 名  大友  彰  ＴＥＬ（045）461－5711 
決算取締役会開催日 平成１８年１１月１０日    単元株制度採用の有無           有 (１単元 1,000 株) 
 
１． １８年９月中間期の業績(平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年 9 月 30 日) （単位：百万円未満切捨） 
(1) 経営成績 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 
18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

43,374  △ 4.1 
45,249  △ 3.6 

725  △44.2 
1,301   22.7 

805  △44.0 
1,439   13.3 

１８年３月期      90,314      2,810      2,867 
 
 

中間(当期)純利益 １株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円    ％ 円  銭 
18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

94  △64.8 
267   377.6 

0.94 
2.67 

１８年３月期       351 3.51 

 
 
 

 (注)①期中平均株式数 18 年 9 月中間期 99,980,822 株 17 年 9 月中間期 99,984,555 株 18 年 3 月期 99,983,633 株 
    ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2)財政状態 
 総 資 産     純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 
18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

41,020 
40,648 

11,611 
11,077 

28.3 
27.3 

116.14 
110.80 

１８年３月期 40,082 11,710 29.2 117.13 
(注)①期末発行済株式数 18 年 9 月中間期 99,980,251 株 17 年 9 月中間期 99,983,279 株 18 年 3 月期 99,982,018 株 
  ②期末自己株式数  18 年 9 月中間期 4,015,385 株 17 年 9 月中間期 4,012,357 株 18 年 3 月期 4,013,618 株 
 
２．１９年３月期の業績予想(平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日) 
 売 上 高     経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 
通   期 91,000 2,200 600 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  6 円 00 銭 
 
３．配当状況 
・現金配当 1 株当たり配当金（円）  

 中間期末 期末 年間 
18 年 3 月期 ― 2.00 2.00 

19 年 3 月期（実績） ― ―  

19 年 3 月期（予想） ― 3.00 3.00 

 

 
 
（注） 当資料に記載されている内容は種々の前提に基づいたものであり、記載された将来の計画数値、施策の実 

   現を確約したり、保証するものではありません。 業績予想の前提条件その他の関連する事項については、 

   決算短信（連結）添付書類の「通期の見通し」をご覧ください。 



―２― 

 

 

中間貸借対照表 
 
                             （金額単位：百万円未満切捨） 

 

科      目 

当中間 

会計期間末 

（18.9.30） 

前事業年度末 

(18.3.31) 

増 減 
前中間 

会計期間末 

（17.9.30） 

（ 資産の部 ） 

Ⅰ 流  動  資  産 

   現 金 及 び 預 金          

   受 取 手 形          

   売   掛   金 

   た な 卸 資 産          

   繰 延 税 金 資 産          

   短 期 貸 付 金          

   そ   の   他 

   貸 倒 引 当 金          

 

Ⅱ 固  定  資  産 

  有 形 固 定 資 産 

   建       物 

   機 械 及 び 装 置          

   土       地 

   そ   の   他 

  無 形 固 定 資 産 

  投資その他の資産          

   投 資 有 価 証 券          

   長 期 貸 付 金 

   長 期  未 収 入 金 

   破産債権、更生債権 

   その他これらに準ずる債権 

   繰 延 税 金 資 産          

   そ の 他          

   貸 倒 引 当 金          

 

 

 ２０，８５０ 

    ２７４ 

  ３，７０３ 

 １１，３０２ 

  ２，２８１ 

     １８ 

  ２，２５８ 

  １，０２３ 

 △    １０ 

 

 ２０，１６９ 

  ６，１４８ 

  １，２５４ 

  ２，７７７ 

  １，８６３ 

    ２５２ 

     ９５ 

 １３，２９５ 

  ７，０８４ 

  ４，３３５ 

  ６，４５９ 

 

  １，１６０ 

  １，９４７ 

    ６４１ 

 △７，７０３ 

 

 

 １８，８３１ 

    ３０６ 

  ３，２８２ 

 １０，０２０ 

  ２，４９５ 

     ５３ 

  １，５７６ 

  １，１０４ 

 △    ９ 

 

 ２１，２５１ 

  ６，４０３ 

  １，２４０ 

  ２，９６９ 

  １，９４３ 

    ２５０ 

    １００ 

 １４，７４７ 

  ７，２６５ 

  ４，４１３ 

  ６，５７３ 

 

    ９４７ 

  １，９１３ 

    ５５６ 

 △６，９２２ 

 

 

  ２，０１９ 

 △   ３２ 

    ４２１ 

  １，２８１ 

 △  ２１４ 

 △   ３５ 

    ６８２ 

 △   ８１ 

 △    ０ 

 

 △１，０８１ 

 △  ２５５ 

     １４ 

 △  １９１ 

 △   ８０ 

      ２ 

 △    ４ 

 △  ８２１ 

 △  １８１ 

 △   ７８ 

 △  １１４ 

 

    ２１２ 

     ３４ 

     ８５ 

 △  ７８１ 

 

 

 １９，１３２ 

    ２５７ 

  ３，７１５ 

 １０，８９２ 

  ２，３０２ 

    １９６ 

    ９５７ 

    ８２０ 

 △    １０ 

 

 ２１，５１６ 

  ６，５１２ 

  １，２４６ 

  ３，１１８ 

  １，９４３ 

    ２０２ 

    １０５ 

 １４，８９８ 

  ６，３３５ 

  ４，５４９ 

  ５，９３７ 

 

  ２，８８３ 

  ２，７３２ 

    ５９９ 

 △８，１３８ 

 

 

 資  産  合  計
 

 

 ４１，０２０ 

 

 ４０，０８２ 

 

    ９３７ 

 

 ４０，６４８ 

 

添 付 書 類 



―３― 

 

 
                             （金額単位：百万円未満切捨） 

 

科      目 

当中間 

会計期間末 

（18.9.30） 

前事業年度末 

(18.3.31) 

増 減 
前中間 

会計期間末 

（17.9.30） 

( 負債の部 ) 

Ⅰ 流  動  負  債 

   買   掛   金 

   短 期 借 入 金          

   未 払 法 人 税 等          

   賞 与 引 当 金          

     そ   の   他 

Ⅱ 固  定  負  債 

   長 期 借 入 金          

   退 職 給 付 引 当 金          

   そ   の   他 

   負  債  合  計 

 

 ２０，８０４ 

 １０，４８５ 

  ６，９９２ 

    １０８ 

    ２６８ 

  ２，９４９ 

  ８，６０４ 

  ７，３３５ 

  １，２４７ 

     ２１  

 ２９，４０８ 

 

 １９，９２２ 

  ８，０５８ 

  ８，７８４ 

      ２ 

    ２６７ 

  ２，８０９ 

  ８，４４９ 

  ７，２１０ 

  １，２１７ 

     ２１  

 ２８，３７１ 

 

    ８８１ 

  ２，４２７ 

 △１，７９２ 

    １０５ 

      １ 

    １３９ 

    １５４ 

    １２４ 

     ３０ 

      ０  

  １，０３６ 

 

 ２０，５７５ 

  ８，５８４ 

  ７，８６９ 

    ７７０ 

    ２８１ 

  ３，０６９ 

  ８，９９５ 

  ７，７３０ 

  １，２４２ 

     ２１  

 ２９，５７０ 

（ 純資産の部 ） 

Ⅰ 株 主 資 本           

   資 本 金          

   資 本 剰 余 金          

   利 益 剰 余 金          

   自 己 株 式          

Ⅱ 評 価 ・ 換 算 差 額 等           

   その他有価証券評価差額金 

   繰 延 ヘ ッ ジ 損 益          

   純 資 産 合 計           

 

  ９，５６５ 

  ５，１９９ 

  ４，９４６ 

 △  １８４ 

 △  ３９６ 

  ２，０４６ 

  ２，００５ 

     ４０ 

 １１，６１１ 

 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

負債及び純資産合計  ４１，０２０       －       －       － 

 ( 資本の部 ) 

Ⅰ 資    本    金  

Ⅱ 資 本 剰 余 金           

   資 本 準 備 金          

   その他資本剰余金          

Ⅲ 利 益 剰 余 金           

   中間(当期)未処分利益 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 

Ⅴ 自 己 株 式           

   資  本  合  計 

 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

 

  ５，１９９ 

  ４，９４６ 

  ２，９４６ 

  ２，０００  

 △   ７８ 

 △   ７８ 

  ２，０３８ 

 △  ３９５ 

 １１，７１０ 

 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

      － 

 

  ５，１９９ 

  ４，９４６ 

  ２，９４６ 

  ２，０００ 

 △  １６２ 

 △  １６２ 

  １，４８９ 

 △  ３９５ 

 １１，０７７ 

負債及び資本合計       －  ４０，０８２       －  ４０，６４８ 

 

 



―４― 

 

 

中間損益計算書 

 
                              （金額単位：百万円未満切捨） 

 

科      目 
当中間 

会計期間 

 (18.4～18.9）

前中間 

会計期間 

 (17.4～17.9）

 

増 減 

 

前事業年度 

 (17.4～18.3）

 

  

 Ⅰ 売   上    高 

 Ⅱ 売  上  原  価        

    売 上 総 利 益          

  

 Ⅲ 販売費及び一般管理費        

   営 業 利 益           

 

 Ⅳ 営 業 外 収 益           

    受取利息及び 配当金           

    そ の 他          

 

 Ⅴ 営 業 外 費 用           

    支 払 利 息          

    そ の 他          

                                 

    経 常 利 益          

  

 Ⅵ 特 別 利 益           

    固 定 資 産 処 分 益          

 

 Ⅶ 特 別 損 失           

    固 定 資 産 処 分 損          

    貸倒引当金繰入額          

    役 員 退 職 慰 労 金          

    減 損 損 失          

    投資有価証券等評価損 

                                

   税引前中間(当期)純利益 

  法人税､住民税及び事業税 

   法人税等調整額(減算)            

   中 間 ( 当 期 ) 純 利 益            

   前 期 繰 越 利 益            

   中間(当期)未処分利益            

 

 

 ４３，３７４ 

 ３９，３７９   

  ３，９９５ 

 

  ３，２６９   

    ７２５ 

 

    ４１９ 

    １４１ 

    ２７７ 

 

    ３３９ 

    １４３ 

    １９６ 

                  

    ８０５ 

 

     １８ 

     １８ 

 

    ６３２ 

     １３ 

    ４８４ 

    １３５ 

      － 

      － 

                    

    １９１ 

    １０２ 

 △    ４  

     ９４   

      － 

      － 

 

 

 ４５，２４９ 

 ４０，７８３   

  ４，４６５ 

 

  ３，１６４   

  １，３０１ 

 

    ４９１ 

     ９５ 

    ３９５ 

 

    ３５２ 

    １２１ 

    ２３１ 

                  

  １，４３９ 

 

      － 

      － 

 

    ９８８ 

      － 

    ３２６ 

      － 

    ６４２ 

     １９ 

                    

    ４５１ 

    ７４０ 

 △  ５５６  

    ２６７ 

    １６２ 

    ４２９ 

 

 

 △１，８７４ 

 △１，４０４   

 △  ４７０ 

 

    １０４   

 △  ５７５ 

  

 △   ７１ 

     ４６ 

 △  １１７ 

 

 △   １３ 

     ２１ 

 △   ３５  

                       

 △  ６３３ 

 

     １８ 

     １８ 

 

 △  ３５５ 

     １３ 

    １５８ 

    １３５ 

 △  ６４２ 

 △   １９ 

                    

 △  ２５９ 

 △  ６３８ 

    ５５１  

 △  １７３  

      － 

      － 

 

 

 ９０，３１４ 

 ８１，１３８   

  ９，１７５ 

 

  ６，３６４  

  ２，８１０ 

 

    ６９３ 

    １３６ 

    ５５７ 

 

    ６３６ 

    ２４３ 

    ３９２ 

                    

  ２，８６７ 

 

      － 

      － 

 

  ２，２３０ 

      － 

  １，４８３ 

      － 

    ６４２ 

    １０５ 

                     

    ６３６ 

    ２６０ 

     ２４    

    ３５１ 

    １６２ 

    ５１３ 

 

 



―５― 

 

 

中間株主資本等変動計算書 

 

当中間会計期間（自 平成18年4月1日  至 平成18年9月30日）         （金額単位：百万円未満切捨） 

株主資本 評価・換算差額等  

資本金 資本 

剰余金 

利益 

剰余金 

自己株式 株主資本

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ﾍｯｼﾞ 

損益 

評価・換

算差額等 

合計 

純資産合計 

 平成18年3月31日残高   5,199   4,946  △  78  △ 395    9,672     2,038     2,038    11,710 

 当中間会計期間中の変動額          

  剰余金の配当           △ 199   △  199      △  199 

  中 間 純 利 益               94         94           94 

  自己株式の取得     △   0  △    0      △    0 

  自己株式の処分        0        0        0            0 

  株主資本以外の項目の 

  当中間会計期間中の変動額        △   33       40        7         7 

 当中間会計期間中の 

 変 動 額 合 計          

 

   － 

 

      0 

 

 △ 105 

 

 △   0 

 

 △  106 

 

  △   33 

 

      40 

  

       7 

 

  △   98 

 平成18年9月30日残高   5,199   4,946  △ 184  △ 396    9,565     2,005       40    2,046    11,611 

 

 

 

 

 



―６― 

 

 

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

 １．資産の評価基準及び評価方法 

  (１) た な 卸 資 産……移動平均法による原価法によっております。 

    (２) 有 価 証 券 

       ①子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法によっております。 

       ②その他有価証券 

           時価のあるもの……  中間決算末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産 

                             直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定)によって 

               おります。 

           時価のないもの……  移動平均法による原価法によっております。 

 

 ２．固定資産の減価償却の方法 

    (１)有形固定資産       ……   定率法によっております。 

                             ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除 

                          く)については、定額法によっております。 

    (２)無形固定資産       ……   定額法によっております。 

                            なお、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利用可能 

                          期間(５年)に基づく定額法によっております。 

    (３)長期前払費用       ……  均等償却によっております。 

 

 ３．引当金の計上基準 

    (１)貸 倒 引 当 金       ……  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率 

                           により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討 

                           し、回収不能見込額を計上しております。 

    (２)賞 与 引 当 金       ……  従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

    (３)退職給付引当金……  従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金 

                           資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認め 

                           られる額を計上しております。 

                             なお、会計基準変更時差異(１，２４４百万円)については、１５年に 

                           よる按分額を費用処理しております。 

                             数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期 

                           間による定額法により翌事業年度から費用処理することとしております。 

 

 ４.リース取引の処理方法 

        リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に 

      ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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  ５．ヘッジ会計の方法 

     (１) ヘッジ会計の方法 

            原則として繰延ヘッジ処理によっております。 

            また、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を行って 

          おります。 

            金利スワップ取引において特例処理の要件を満たしている場合には、特例処理を採用し 

          ております。 

     (２) ヘッジ手段とヘッジ対象 

            外貨建取引の為替変動リスクに対して為替予約等取引を、変動金利の借入金の金利変動 

          リスクに対して金利スワップ取引をヘッジ手段として用いております。 

            なお、為替予約等取引は、包括ヘッジを採用しております。 

     (３) ヘッジ方針 

          ･ 為替予約等取引 

              外貨建取引の為替変動リスクをヘッジするため、原料購入の実需を超えない範囲内で 

      実施しております。 

          ･ 金利スワップ取引 

              借入金の金利変動リスクをヘッジするため、個別に検討して実施しております。 

     (４) ヘッジの有効性評価の方法 

            ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ･フロー変動と、ヘッジ手段の相場変動または

キャッシュ･フロー変動の比率が高い相関関係にあることを、6ヶ月毎に検証しております。 

 ただし、特例処理によっている金利スワップ取引については、有効性の評価を省略して

おります。 

  

 ６．消費税等の会計処理 

     税抜き方式を採用しております。 

 

 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

  当中間会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員 

 会 平成17年12月9日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計 

 基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成17年12月9日 企業会計基準適用指針第８号）を 

 適用しております。 

  なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は11,571百万円であります。 

  また、中間財務諸表等規則の改正により、当中間会計期間における中間貸借対照表の純資産の 

 部については、改正後の中間財務諸表等規則により作成しております。 
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注記事項 
 

（中間貸借対照表関係） 
                               （金額単位：百万円未満切捨） 

  当中間会計期間末 前事業年度末 前中間会計期間末 

 １．受取手形割引高   １，１４０   １，６９８   １，７９１ 

 ２．有形固定資産の減価償却累計額  １９，１２１  １８，９３３  １８，５６９ 

 ３．担保に供している資産 

    有形固定資産 

 

  ５，１２７ 

 

  ５，３５８ 

 

  ５，４６６ 

 ４．保証債務   ３，５９０   ３，６１６   ３，８６８ 

 ５．上記の外、他社と連帯した保証に係る他社

負担額 

２２６     ２３７     ２５６ 

 ６．債務保証予約     ２７６      ２９３     ３１０ 

 ７．経営指導念書     １９０     ４７５   １，１２５ 

 ８．自己株式の数  4,015,385 株  4,013,618 株   4,012,357 株 

 ９．破産債権、更生債権その他これらに準ずる 

      債権から控除している貸倒引当金 
 

  ２，３８９ 

 

  ３，４７４ 

 

  １，１５９ 

 10．中間会計期間末日満期手形の会計処理 

    当中間会計期間の末日は金融機関の休日でありましたが、満期日に決済が行われたものとし 

   て処理しております。 

    当中間会計期間末日満期手形の金額は、受取手形２９３百万円、割引手形１１２百万円であ 

   ります。 

 

 

 

（中間損益計算書関係） 
                               （金額単位：百万円未満切捨） 

   当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度 

 減価償却実施額       ３２５     ３６７     ７６０
 

 

 

 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

  当中間会計期間（自 平成18年4月1日  至 平成18年9月30日）        

   自己株式に関する事項                           （単位：株） 

株式の種類 前事業年度末 増 加 減 少 当中間会計期間末 

 普通株式    4,013,618     1,801       34    4,015,385 

 

 

 

（リース取引関係） 

 
 半期報告書についてＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

 
 
 
（有価証券関係） 

 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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部門別売上高 
                             （金額単位：百万円未満切捨） 

当中間会計期間 

（18.4～18.9） 

前中間会計期間 

（17.4～17.9） 

前事業年度 

（17.4～18.3） 

    会計年度 

 

 科 目 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 

 

 養 鶏 用 飼 料       

 養 牛 用 飼 料       

 養 豚 用 飼 料       

 その他の飼料 

 

  ７，８２９ 

  ７，１８３ 

 １３，０４０ 

  ２，０３９ 

   ％ 

 １８.1 

 １６.5 

 ３０.1 

  ４.7 

 

  ８，０４１ 

  ６，７９１ 

 １２，７１７ 

  ２，０９１ 

   ％ 

 １７.7 

 １５.0 

 ２８.2 

  ４.6 

 

 １６，４３６ 

 １４，０９０ 

 ２６，１８４ 

  ４，０２０ 

   ％ 

 １８.2 

 １５.6 

 ２９.0 

  ４.4 

    計  ３０，０９１  ６９.4  ２９，６４２  ６５.5  ６０，７３２  ６７.2 

 鶏  卵  類       

 食  鳥  類       

 牛 ・ 豚 肉 類       

 そ  の  他       

  ４，０９５ 

    ３１５ 

  ７，９４６ 

    ９２４ 

  ９.4 

  ０.7 

 １８.3 

   ２.2 

  ５，０７２ 

    ３１８ 

  ８，９６８ 

  １，２４７ 

 １１.2 

  ０.7 

 １９.8 

   ２.8 

  ９，４６７ 

    ６９３ 

 １７，２４３ 

  ２，１７６ 

 １０.5 

  ０.8 

 １９.1 

  ２.4 

    計  １３，２８２  ３０.6  １５，６０７  ３４.5  ２９，５８１  ３２.8 

 

 合    計 

 

 ４３，３７４ 

 

１００.0 

 

 ４５，２４９ 

 

１００.0 

 

 ９０，３１４ 

 

１００.0 

 




